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会議と情報機器

株式会社日立テレコムテクノロジー敬 介

取締役技師長 都 丸

長いことサラリーマン生活をしていると,い ろ

いろな種類の会議に参加する機会がある。これま

での40年近い企業勤めの間に出席した会議は,延

べ回数で1万 回程度であろうか。この間に会議を

支援す る情報機器の発展を目の当た りにし,そ の

恩恵を大いに受けてきた。情報機器および電気通

信 システムの発展は,会 議の能率を改善す るだけ

ではなく,仕 事のスタイルや情報の利用価値を変

えるほどの影響をもたらした。以下,思 いつ くま

まにいくつかの具体例を取 り上げてみる。

どのような会議であっても,会 議の記録あるい

は議事録を作ることが大切である。社会人になっ

て数年経 った ころ,複 数の企業の幹部が定期的に

集まって情報を交換する会議の書記を命 じられた。

速記の心得はないし,ポ ータブル ・テープレコー

ダーもまだない時代だったので一所懸命にメモを

取って議事録を書いた。2時 間ほどの会議の議事

録をまとめるのに数日かかったように記憶 してい

る。

その後,国 際標準化の仕事に参加するようにな

り,欧 米の人たちの議事録の作 り方に驚かされた。

書記が会議中に議事録の原案を作 り,そ の内容を

確認することによって会議が終了する。世界各国

から集まって集中的に議論を し,終 われば散 ら

ばってしま うのだか ら,解 散する前に文書化した

もので会議の結果を確認することが極めて重要な

のだということを体験的に学んだ。それと同時に

タイプライター文化の能率の良さを実感した。

夏 ー

ポータブル ・パソコンはこうしたことのために

大きな効果を発揮 している。最近出席した国際学

会でのことである。セッションの座長が論文発表

や討論を聴きながらパソコンのキーボー ドを叩い

ていた。メモでも取 っているのかと思 っていた

ら,セ ッションの終了時に,司 会をしながら作っ

た原稿をOHPで 表示 して議論の要点を総括 した。

この座長の能力が優れていて,誰 にでも真似がで

きることではないかもしれないが,こ の人でも手

書きでは うまくまとめきれないのではないかと思

う。

以前は,学 会の研究発表などでは大きな模造紙

に要点を手書きして説明したが,今 ではO且Pか

スライ ドを使 うのが普通である。パソコンのおか

げでOHPの 原稿を作るのが大変楽になった。パ

ソコンのディスプレイの上で編集したカラー画面

を直接OHPの シー トにプリン ト出力できるのだ

から,簡 単にカラーOHPを 作れる。紙に原稿を

書いて写真に とり,そ れからOHPの シー トにフ

リントしていた時代には,1枚 のOHPを 作るの

に数日かか り,し かも修正ができなかったのが,

今では短時間に作れて修正も簡単にできるように

なったのだから,OHPの 作成の生産性向上率は

驚 くほどである。

OHPを 使わずにパソコンのデ ィスプレイ画面

を直接大型スクリーンに拡大表示する装置もでき

ている。装置価格,表 示の明るさなど,普 及のた

めの改善課題があると見受けるが,こ のような装

置が普及すると会議での説明方法や準備の方法が

また変わる。

広辞苑では,会 議を 「会合して評議すること」

と説明している。参加者が空間と時間を共有する

ことが会議の必要条件のようである。ところが,

電話会議,テ レビ会議,コ ンピュータ会議といっ

た情報通信機器を利用した遠隔会議の発達によっ

て,空 間の共有も時間の共有も会議の必要条件で



はなくなった。 遠隔会議で特筆すべきことは最

近の急速なテレビ会議の普及である。テレビ会議

は新 しいことではなく,筆 者 も1970年代の前半か

らすでに20年 もこれの恩恵を受けている。1972年

に,当 時筆者が勤務 していた日本電信電話公社

(現NTT)の 横須賀電気通信研究所が完成 した。

そして,既 存の武蔵野電気通信研究所との間の連

絡のためにテ レビ会議システムが設置された。筆

者は大規模な研究プロジェクトの推進連絡のため

に,毎 日のようにこのシステムを利用 した。

20年前か らあったテレビ会議システムが最近に

なって急に増えはじめたのにはいくつかの理由が

ある。NTTのINSネ ットに代表される経済的

な高速デ ィジタル通信回線が全国に広がったこ

と,利 用できる広域通信回線のデータ伝送速度に

整合する映像信号の符号化技術の国際標準が決

まったこと,テ レビ会議端末機器が安 くなったこ

となどの相乗効果である。現在市販 されているテ

レビ会議端末は1セ ヅト100万円台からあ り,電

話料金の2倍(電 話2回 線分)の 通信料金で利用

できる。

景気の低迷によって厳 しい経費節約方策を求め

ている多 くの企業が,会 議のための出張費用と対

比 してテ レビ会議システムの経済性を評価してい

る。テ レビ会議システムの経済性効果は直接的な

出張費用だけではない。無駄に費やされていた移

動のための時間を業務に使えること,多 くの人が

会議参加の機会を与えられることによる会議の効

用の増大 といった業務効率の改善効果のほかに,

人の移動の減少によるエネルギー消費量の低減が

もたらす経済効果や環境破壊防止効果も指摘され

ている。

1991年の湾岸戦争でヨーロッパを中心とする地

域で航空機を使 う遠距離出張が大幅に規制された

ときに,代 替手段としてテレビ会議システムが注

目されて,ヨ ーロッパのある電気通信事業者は注

文に応 じきれなかったという。このときから国際

テレビ会議の利用も大幅に増えている。

テレビ会議システムは会議以外にも多くの利用

方法がある。その1つ が遠隔教育である。筆者は

平成2年 度から㈱日本情報処理開発協会 ・中央情

報教育研究所(CAIT)が 実施 している,全 国

各地の情報処理技術者の育成のための遠隔教育の

研究会に参加 している。 この研究会では遠隔教育

の実現の可能性の評価,実 用に耐える経済的な遠

隔教育システムの構成,遠 隔教育に適 した教授方

法などを研究 している。このなかで,実 験授業に

よって市販テレビ会議システムを遠隔教育システ

ムとして利用できるかどうかとい うことの検証を

した。そして,利 用できることを確認 した。

テ レビ会議システムを利用する遠隔教育は,教

育放送のように一方向に情報を送るシステムとは

異な り,実 時間で双方向に情報を送れるので講義

だけではなく質疑応答や討論会ができる。上記の

調査研究では,3ヵ 所あるいは4ヵ 所の複数の教

室を同時に接続 した多地点教育の実験 も行った。

誰でも利用できる公衆電気通信回線 と市販の端末

機器を使って多地点遠隔教育ができることは,教

育の場の拡大に大きな効果がある。指導者不足に

悩んでいる中小企業,あ るいは地理的な事情から

教育を受ける機会が制約されている人たちが,そ

れぞれの生活の本拠地で遠隔教育を受けられるよ

うになることは夢ではない。そのときには現在の.

テレビ会議端末に加えて,マ ルチメディア ・パソ

コン型の個人端末が利用できるに違いない。すで

にこのような端末の開発が進んでいるか らである。

パソコン通信の利用方法の1つ として人気がある

ブラタンボード(電 子掲示板)あ るいはフォーラ

ムは一種の遠隔会議システムである。これとマル

チメディア ・パソコンを利用する遠隔教育が結合

すると,こ れまでにない新 しい情報ネットワーク

が実現することが期待できる。一



米 ・仏 ・英 の情報化 を巡 る最近 の動 き

産業構造審議会情報産業部会基本政策小委員会海外視察団報告

1.は じめに

産業構造審議会 ・情報産業部会 ・基本政策小委

員会では,今 後の産構審における審議を円滑に進

めるため,同 委員会 メンバーを中心に視察団(団

長:通 商産業省機械情報産業局,杉 上情報処理シ

ステム開発課長)を 編成 し,海 外調査を実施した。

同視察団は,3月9日(火)か ら約2週 間にわた

て欧米3ヶ 国(ア メリカ,フ ランス,イ ギ リス)

の約20機 関を訪問し,所 期の目的を達成 し3月21

日に帰国した。

当方では,同 視察団のメンバーの一員として同

行する機会を得たので,こ こに,各 訪問機関での

議論を中心に,主 要3国 における情報化を巡る最

近の状況を紹介することとしたい。

今 日,多 くの先進主要国では景気後退 に伴 う

様々な問題に直面 している。こ うした経済不況

は,産 業界に深刻な影響を与えており,情 報産業

界も例外ではない。

ダウンサイジング,オ ープンシステム化,マ ル

チメディア化等情報化を巡る環境は,情 報技術の

進展とユーザーニーズの多様化 とともに新たな局

面を迎えてお り,こ うした傾向が,情 報産業界の

伝統的大手ベンダーに対 し,企 業戦略の転換を図

るなど新たな対応を求めている。各国において深

刻化 しつつある経済社会問題,情 報化を巡る環境

の変化,さ らに激化する国際競争等に対処するた

め,各 国政府では情報化に対する新たな対応に迫

られている。

2.ア メ リカ

1992年11月 の 大統 領 選 挙 に よっ て,ア メ リカに

ク リ ン トン民 主 党 政 権 が 新 た に誕 生 した。 新 大 統

領 は,前 政 権下 で長 年 にわ た って 低 迷 して い た ア

メ リカ経 済 の立 て 直 しを 施策 の前 面 に打 ち 出 して

い る。 そ れ に は,ア メ リカ産 業 の 国 際 競争 力 の維

持 ・向上 が 極 め て重 要 で あ り,な か で もハ イテ ク

産 業 は,今 後 の ア メ リカの 経 済社 会 の発 展 に とっ

て 欠 か す こ とは で き な い と して い る。

新 政 権 に よ る 新 た な 情 報 化 施 策 の 展 開

新 政 権 に お け る技 術 関 連 政 策 は,主 と して ゴア

副大 統 領 が 担 当 して い るが,特 に ハ イ テ ク分 野 に

つ い て は 同 氏 が統 括 す る役 割 を 担 うこ とに な った 。

同 氏 は,21世 紀 に 向 か っ て の イ ン フ ラの 整備,こ

の た め の連 邦 政 府 に お け るR&D投 資 の拡 大,知

識 集 約 型産 業 を支 え る要 員 確 保 の た め の教 育 ・訓

練 プ ログ ラ ムの 策定 等 を新 政 策 の 骨 子 と して い る。

この一 環 と して,1991年 に 当 時上 院 議 員 で あ った

現 ゴ ア副 大 統領 が提 案 した 法 案 を も とに ま とめ ら

れ た 「HPCC(HighPerfomanceComputi-

ng&Communication)計 画 」の 推 進 の た め,連

邦 政 府 で は1995年 ま でに,約30億 ドル の予 算 を計

上 した。 また,同 副 大 統 領 は,「 フ ァイバ ー ・ツ ー

・ザ ・フ ォ ー ム 」,「ギ ガ ビ ッ トネ ッ トワ ー ク」

等,高 速 広帯 域 通 信 網 の整 備 を 中 心 と した 「情 報

ス ー パ ー ハイ ウ ェイ(lnformationSuperhighwa-

y)」 構 想 を実 現 す るた め,積 極 的 に 施策 を展 開 し

てい きた い と して い る。

'



一
こ う した 動 きを 反 映 して ,連 邦 通 信 委 員 会(F

CC:FederalCommunicationCommission)で

は,1992年7月,地 域電 話会 社 に対 して ,ビ デ オ

・ダ イ ヤ ル トー ンの サ ー ビス を認 可す る決 定 を下

した。 この サ ー ビス は,市 内電 話 網 を ビデ オサ ー

ビス提 供 の た め の伝 送 路 と して利 用 す る も ので ,

ユ ーザ が あ たか も電 話 を か け る感 覚 で 番 組 提 供 業

者 の提 供 す る ビデ オ番 組 を 見 る こ とが で き る もの

で あ る。 つ ま り,こ の サ ー ビス を 開 始 す るに は,

市 内電 話 網 を 光 ケ ー ブル 化 す る必 要 が あ り,こ れ

に よ って 光 ケ ー ブル の 敷 設 が促 進 され る こ とを ね

らい と して い る 。 しか し,現 在 の と こ ろ,ベ ル 系

電 話会 社 は番 組 の提 供 自体 は認 め られ て お らず,

これ を 可能 にす る に は現 通 信 法 の改 正 が 必 要 と な

る た め,事 業 と して の 旨味 が ない との 意 見 も多 い。

ア メ リカ に おけ る電 気 通 信 政 策 は ,他 の 連 邦 政

策 と同 様,公 正 な る 自 由競 争 を 重 視 して お り,こ

れ まで 規 制 緩 和,自 由化,公 正競 争へ と積 極 的 に

取 り組 ん で きた 。 連 邦通 信委 員 会 を 中心 と した通

信 政策 は,今 後 も 自由競 争 を最 重 策 と しつ つ 展 開

して い くこ とに な ろ う。

連 邦 政 府 に よ る 行 政 情 報 化 へ の 取 り組 み

ア メ リカ連 邦 政 府 に おけ る1991年 の 情 報 関 連 支

出 は,表 に 示 す 通 り約251.58億 ドル に 達 した 。 こ

れ は,連 邦 政 府 全 支 出1兆3,230億 ドル の約1.9%

に 当 た る。 また,連 邦 政 府 に お け る情報 関連 技 術

者 総 数 は,約11万3千 人 で この 数 字 は今 日で もそ

れ ほ ど変 わ って い な い 。

1965年,ア メ リカ に お い て ブ ル ック ス法 が採 択

され た。 同法 は,連 邦 政 府 に お け る情 報 関 連 機 器

の経 済 的,効 率 的 導 入,保 守 ,運 用,利 用 を 中 央

で一 括 的 に調 達 す べ く,こ の 全 権 限 をGSA(G-

eneralServiceAdministration:連 邦調 達 庁)に 付

与 しよ うとす る も ので あ る。 この 法 律 の 制 定 に従

い,各 省庁は情報関連機器の調達に際し,先 ずそ

の 要 求 をOMB(OfficeofManagementand

Budget:予 算管理局)と 議会に対して行い,そ の

認可を得た後,調 達計画案をGSAに 提出するこ

とになる。GSAで は,こ の計画を詳細に レビュー

し,実 際の調達計画を作成 した後購入手続きに入

る。なお,GSAで は,レ ビューに際 し,調 達 レ

ビューチームを編成 し,こ れを各省庁へ派遣 して

改善勧告等を行っている。

なお,一 括調達の全権限のGSAへ の付与につ

いては省庁からの抵抗もあって ,同 法の中にrG

SAの 長が経済的かつ効率的運営のために必要で

あると判断を下した場合,お よび国防や国家安全

保障にかかわる場合については,関 連省庁に対 し

調達を委任できる。」との条文が盛 りこまれてい

る。今日では,各 省庁における情報関連機器の調

達については,各 省庁の自主性をできるだけ尊重

しGSA自 身は全体的なバランスを考慮 しつつそ

の調整役を務めるのがその主な役割とな りつつあ

る。

一方 ,1980年 には,新 たに文書業務削減法(P

aperworkReductionAct:HR6410)が 制定 され

た。これは,デ ータベースの活用等によって連邦

政府内の文書業務等の合理化を進めるとともに,

民間からの政府に対する報告文書作成等の負担を

できるだけ軽減させようとするものである。 この

法律の実施については,OMBに 対 し民間におけ

る文書作成要件の全てを レビーす る権限が与えら

れたが,実 際の業務はGSAに 委譲されている。

しか し,こ うした委譲措置はGSAの 権限を さら

に拡大するとの懸念 もある。

行政の情報化を進め るにあたって連邦政府で

は,各 種情報関連機器の標準化は極めて重要であ

るとして,早 くから標準化に取 り組んできた。具

体的には,商 務省内の連 邦標 準 ・技術研究所一



NIST(N。ti。nall・ ・tit・t・・fStand・ ・d・and

Technology)が この任 に あ た っ て い る。

連 邦制 を採 って い る ア ・ リカで は ・各 州に お け

る情 報 化 は そ れ ぞ れ の 自治体 に ま かせ て い る。 し

た が って,自 治 体 間 の情 報 化 レベ ル に は 格 差 が 見

られ る.今 回 の 訪 問 先 の 一 つ,・ リー ラ ン 酬1ア

ンア ル ンデル 郡 は,不 動 産 情 報 の 音 声 に よる サ ー

ビス 等情 報化 の進 ん で い る 自治 体 の例 で あ ろ う。

3.フ ランス

他の先進主要国と同様,フ ランスでも経済不況

による影響は深刻であり,フ ランス産業貿易省で

は,「1991年 以降の景気後退により,現 在,失 業率

は10%以 ヒに達 している。これは産業界全体が直

面している問題であ り,情 報産業界も例外ではな

い。」としている。フランスでは,イ ンフラ整備を

含めた新たな情報化施策の検討,最 近のECの 市

場統合に伴 うECへ の協力等,政 府でも情報化へ

の積極的な対応を図りつつある。

新たな局面を迎 えた政府施策

今 日,フ ランスの情報産業分野での伝統的大手

ベンダーは,業 界の再編,ダ ウンサイジング,

オープン化等の情報化環境の変化,数 多くの新規

参入者の出現,経 済の停滞による産業界の情報化

投資の差 し控え等に よって極めて厳しい状況にあ

る。政府では,こ うした情報産業界の危機的状況

ならびに情報産業分野における日米の台頭に対処

す るとともに,自 国産業界の国際競争力の向上を

目指した新たな施策の展開を図ろうとしている。

このため,政 府では1992年 には研究開発関連予算

として,前 年度比4.7%増 の510億 フランを計上し

た。また,政 府自身も株の保有者である国策会社

BULLに 対して積極的な支援策を講 じている。

一 方
,BULLグ ル ー プ 自身 も,今 日の危 機 的 状

況 を 打 破 す るた め,海 外 の 出 先機 関数 の 削減 お よ

び 人 員 の整 理,非 戦 略 的 分 野 か らの 撤 退,採 算 性

の 向上 等 大 幅 な 改 革策 に取 り組 ん で い る。 そ れ と

と もに,BULLで は 現在 の情 報 環 境 の変 化 に 合 わ

せ た 新 た な プ ロ ジ ェ ク トに 開始 した 。 これ は,今

日の 分散 指 向,よ り開 放 的 な ユ ーザ ーニ ー ズ を反

映 した 用 途性 の 高 いDCM(DistributedComputi-

ngModel)と 呼 ばれ る プ ロジ ェク トで,基 本 的 に

はUNIX準 拠 のEWSお よびPCとBULLお よび

NEC提 供 の大 規 模 シ ス テ ム をOSIを ベ ー ス で 接

続 し よ う とす る もの で あ る。 同 プ ロジ ク トは,19

91年3月 に 発 表 され て 以 来,ユ ーザ ーか ら も好 評

を博 して お り,こ のた め 政 府 で は91年 か ら94年 ま

で に,総 額26億8千 万 フ ラ ンの助 成 を 行 うこ と と

した。 ま た,こ の ほ か に も大 手 マ ル チ サ ー ビス ・

ベ ン ダ ーで あ るCAP/GEMINI/SOGETIに よ る

自然 言 語 処 理 プ ロジ ェク トへ の 支援,さ ら にEC

プ ロ ジ ェ ク トへ の協 力 も積 極 的 に 行 うと して い る。

特 に,EUREKAは も とも と ミ ッ テ ラ ン大 統 領 の

提 唱 に よる もの で あ り,現 在,フ ラ ンス が議 長 国

を 務 め て い るだ け に,政 府 も大 いに 力 を 入 て い る。

フ ラ ンス で は,1990年12月 に成 立 した 電 気 通 信

事 業 規 制 法 に よ り,基 本 電 気 通 信 イ ン フ ラの 建設

や 音声 サ ー ビスを 除 い た電 気 通 信 サ ー ビス の 自 由

化 が 図 られ る こ と とな った 。 ま た,91年1月 に

は,FranceTelecomが 郵 電 畜 か ら分離 独 立 し,独

立 公 共 企業 体 とな った 。 これ に よ り,フ ラ ンス で

も電 気 通 信 サ ー ビス分 野 に おい て 市 場 競 争 の原 理

が導 入 され る こ と とな った。 また,フ ラ ン スに お

け るISDNの 発 展 はi著し く,現 在NUMERISの 名

の も とに 全 国 的 に利 用 が広 が っ てお り,す で に,

Bチ ャネ ル換 算 で5万 回 線 に達 して い る。



一
効率性 の面で再検討 を始め た行政の情報化

フランスの行政機関における情報化は ,こ れま

で各省庁毎にシステムの構築 ・運営が行われてき

てお り,基 本的には現在もこの姿勢は変わってい

ない。ちなみに,1990年 度のフランス政府におけ

る情報関連支出は,合 計約32億3千 ドルで,そ の

うちアウトソーシングに関わる費用は3億6100万

ドルであった。なお,ハ ー ドウェアの調達につい

ては国策会社BULLグ ループからが約52%と 圧

倒的なシェアを占めるのは当然であるが,そ の他

IBM(15.8%),Siemens(4 .1%)と 続いている。

1980年 代中期になって,フ ランスでは行政機関に

おける情報化について,コ ス トパフォーマンス ,

総括的なアプローチによる効率的な情報 システム

の構築等の面で十分な検討が必要だ との声が聞か

れるようになった。 このため,1986年 に政府で

は,「行政機関における情報化,事 務能率化 ,ネ ッ

トワーク化の推進」に関する政令を定めた。これ

をもとに,首 相を委員長とする 「行政機関の情報

化 ・事務能率化の関係省庁委員会(CIIBA)」 が設

置され,具 体的な方策 の検討を実施す ることと

なった。また,1991年5月 には,計 画庁 コッセ長

官の私的研究会が設置され,こ こでも様々な側面

から行政機関の効率的情報システムの構築につい

ての議論が行われている。 こうした議論の中で

は,特 に各省庁が行っている情報化に関 して ,採

算性を重視 した情報化投資の検討が強 く指摘され

ている。 したがって,今 後は省庁における情報化

について横断的に調整を行 う必要性が生 じるだろ

うとの見方もある。このため情報システムの規格

化 ・標準化は今後の行政における情報化において

極めて重要であるとして,現 在,政 府関係者 とベ

ンダーからなる機関(CPEM)に おいて検討が進

められている。また,こ れまで各省庁が独自に構

築を行 ってきた情報システムを有機的に接続 し,

ネ ッ トワー ク化 を 図 ろ う とす る計 画 が 持 ち ヒが っ

て い る。 具体 的 に は,首 相 府 を 中 心 と した ネ ッ ト

ワ ー ク と し,実 質 的 な シ ス テ ム 構 成 はSERICS

(通産 省産 業 戦 略 総 局 コ ミュ ニ ケ ー シ ョン産 業 ・

サ ー ビス局)が 担 当 しよ うとす る もの で あ る。

ビ デ オ テ ッ ク ス に よ り進 む 家 庭 の 情 報 化

フ ラ ンス で は,1981年 よ り電 話 帳 の代 わ りと し

て,簡 易 端 末(ミ ニ テ ル1)を 無 償 で 家 庭 や 企

業 に 貸 与 した が,使 い易 さ と便 利 さ もあ って 急速

に 普及 し,す で に500万 台 が利 用 され て い る。

そ の後,機 能 を ア ッ プ した 据 え 置 き型,ノ ー ト

ブ ッ ク型 の第2世 代 端 末 が,月 額20フ ラ ンの 有償

で賃 貸 しされ た が,こ れ も現 在150万 台 が 普 及 し

て い る。 な お,ミ ニテ ル の利 用 に よる電 話 番 号 案

内を 促 進 す るた め に 始 め た3分 間 の無 料 サ ー ビ ス

は,現 在 で も続 け られ て い る。 そ の後,ミ ニテ ル

は テ レテ ル ・ビデ オ テ ック ス ・サ ー ビス の 端 末 と

して も,家 庭 か ら企 業 まで 広 く利 用 され て い る。

サ ー ビス メ ニ ュー も着 々 と整 備 され,経 済活 動 の

ほ ぼ全 て を 網 羅 して い る と言 っ て よ い 。 た と え

ば,レ ジ ャー,文 化 活 動,健 康 ア ドバ イ ス,国 際

会 議 ・見 本 市 情 報,銀 行 サ ー ビス証 券 情 報,切 符

の予 約 ・購 入,通 信販 売,大 学 等 学 校 の合 否 結 果

お よび 登 録 手 続 き等,さ らに 国立 消 費 者 研 究 所 に

よ る商 品 の 比較,そ の他 職 業 安 定 所 等 多 くの 公 共

機 関 も情 報 を提 供 して お り,メ ニ ュ ーの 数 は2万

種 に の ぼ る。

一 方
,フ ラ ンス では,ICカ ー ドが急 速 に普 及 し

つ つ あ り,3大 カ ー ドメ ー カー の1つTRT(T-

elecommunicationsRadioelctroniqueetTelepho-

nes)の1992年 のICカ ー ドの 売 り上 げ は,1千

百 万 台 に 達 し,こ の た め の専 用 端 末 も1万3千 台

が 導 入 され て い る。 こ う した カ ー ドの 普 及 とテ レ

テ ル の活 用 に よ り,ホ ー ムバ ン キ ン グが 家庭 だ け一
、



で な く企 業 で も 幅 広 く利 用 さ れ つ つ あ る。 つ ま

り,フ ラ ンス の全 銀 行 が 参 画 した 銀 行 内 シ ステ ム

と公 衆 パ ッケ ト網 が ミニ テ ル を通 じて接 続 され 口

座 残 高,振 替,振 り込 み,投 資 信 託 住 宅 ロー ン

等 の 各種 サ ー ビス が行 わ れ て い る。

ミニテ ル を 中 心 に フ ラ ンス に お け る ビデ オ テ ッ

クス は,着 実 に社 会 の イ ン フ ラ と して 定着 しつ つ

あ る。 こ うした成 功 の原 因 は,使 い 易 い 端 末 を ま

ず 無 償 で 家庭 に 配 布 し,電 話帳 の代 わ りに利 用 さ

せ て定 着 を図 った こ とが 挙 げ られ る。今 後 は,利

用 者 に よ るニ ー ズ と情 報 提 供 者 との 関 係 を よ り深

め な が ら,社 会情 報 シス テ ム と して の市 場 を 成 熟

させ て い くこ とに な ろ う。

4.イ ギ リス

かつて,国 際金融の中心地ロン ドンをバ ヅクに

栄えたイギ リスも,最 近の経済不況は産業界を直

撃 しており,テ ロリズム等社会問題も含め様々な

問題に直面している。情報産業分野については,

日米との格差に対する危機感から,政 府では,こ

れまでもAlvey計 画等国家プnジ ェクトを策定す

るな ど,高 度技術の研究開発に取 り組んできた。

これまで,政 府か らの助成はかえって様々な規制

を招きかねないとして歓迎 しなかった産業界も,

最近の景気後退もあって,今 日では財政支援を望

む方向にある。

新 たな国家プ ロジ ェク トに よる情報 化 の推

進

イギ リスでは,情 報技術における日米との格差

について,最 近,ま すますその危機意識を強めて

いる。 このため,今 後は積極的な政府施策の展開

が不可欠であるとし,高 度情報 ・通信技術分野に

対する研究開発予算の措置,ECプ ロジ ェク トへ

の積極的な協力,中 小企業を中心 とした民間企業

へ の 助 成,高 度 技術 者 の 育成 等 に よ って 国 際 競 争

力 の 向上 を図 る こ と と して い る。

イ ギ リ ス 貿 易 産 業 省(DTI:Departmentof

TradeandIndustry)で は,1988年 に 科 学 技 術 研

究 協 議 会(SERC:ScienceandEngineering

ResearchCouncil)と 共 同 でJFIT(TheJoint

FrameworkforInformationTechnology)計 画 を

発 足 させ,推 進 を 行 って い る。 この計 画 は,高 度

情 報 技術 の研 究 ・開発,技 術 移 転,要 員 の 育成 に

対 す る支 援 を 積 極 的 に 行 い,こ れ に よっ て イギ リ

ス に お け る情 報 産 業 の国 際 競 争 力 の 向 上,産 業 に

お け る生産 性 の 向 上 を 図 ろ う とす る もの で あ る。

一 方 ,イ ギ リス政 府 で は,学 術 用 高 速 通 信 ネ ヅ

トワー クSuperJANETの 建設 計 画 を 打 ち 出 し,

現 在,積 極 的 に 同 プ ロ ジ ェ ク トの推 進 を 行 って い

る。 具 体 的 に は,と りあ え ず1993年3月 末 ま で

に,大 手 大 学 等6サ イ トに140Mbpsの パ イ ロ ッ ト

通 信 網 を建 設 し,こ れ を 順 次 拡張 し,将 来 は 業 務

用 ・家庭 用 に も展 開 してい こ うとす る もの で あ る。

このた め,政 府 で は,1997年4月 の 完 成 を 目途 に

2千 万 ポ ン ドの予 算 を 計 上 した。 こ のほ か,政 府

ではECフoロ ジ ェク トの うち,RACEに も積 極 的

に参 画 し,1995年 ま で に 国 内 に 総 合 的 な ネ ッ ト

ワ ー クを完 成 した い と して い る。

イギ リス で も,1984年 に は郵 電 公 社BT(Brits-

hTelecom)が 民営 化 され,電 気 通 信 サ ー ビ ス の

自由化 が実 現 した 。 そ の後,同 サ ー ビ ス の提 供 は

BTとMercuryの 複 占体 制 が採 ら れ て きた が,

1990年 末 に は そ の見 直 しが 図 られ,新 規 参 入 が 認

め られ る こ と とな った。現 在,4社 の 参 入 が 決 定 し

て お り,さ らに22社 が 申請 中 で あ る 。 イ ギ リス で

は,従 来 か らCATV業 者 も電 気 通 信 サ ー ビ ス の

提 供 が認 め られ て お り,今 後,公 衆 電 気 通 信 サ ー

ビ ス の 競 争 は 極 め て 厳 し い も の と な ろ う 。

B-ISDNに つ いて は,大 手 メ ー カ ー等 に需 要 が あ

`



一
る と見 られ る と こ ろ か ら,BT,Mercuryと も推

進 を 図 ろ う と して い る が,政 府 と して は,投 資 コ

ス ト,民 間 に お け るニ ー ズ の面 等 か ら現 在 の とこ

ろ疑 問視 して い る。

各 省 庁 の 自主 制 を 尊 重 す る 行 政 の 情 報 化

イ ギ リス で は,1992年 ま で大 蔵 省 の傘 下 に あ っ

た 中 央 コ ン ピ ュ ー タ ・通 信 庁(CCTA:Central

ComputerandTelecommunicationAgency)に

よ って,政 府 に お け る情 報 関 連 機 器 の調 達 に つ い

て は総 合 的 に管 理 され て い た。 しか し,こ れ まで

の経 験 の 蓄積 と技 術 者 の知 識 向上 等 もあ って,行

政 の情 報 化 に つ い て は各 省 庁 の 自主 性 を 尊 重 す る

方 向 に変 更 されつ つ あ る。 つ ま り,21年 間 に わ た

るCCTAの 役 割 は,rTotalcontrol(全 体 的 な コ

ン トロー ル)」 か ら 「Guidance(ガ イ ダ ン ス)」 へ

と移 行 し,こ の た めCCTA自 身 も大 蔵 省 傘 下 か

ら,公 共 サ ー ビ ス 科 学 局(OfficeofPublic

ServiceandScience)に 移 管 さ れ た 。 現 在 の

CCTAの 役 割 は,各 省 庁 に 共 通 す る 標 準 化 の 推

進,ツ ー ルや 方法 論 の 開発,さ らに は 各 省 庁 個 別

の要 請 に応 じた情 報 シ ス テ ム の企 画 ・調 達 等 に 関

す る コ ンサ ル テ ー シ ョン等 で あ る。 ちな み に,19

92年 の イ ギ リス政 府 の コ ン ピ ュー タ調 達 総 額7.5

億 ポ ン ドの うち,約5億 ポ ン ドはCCTAの サ ポ ー

トサ ー ビス を通 じて行 われ た もの で あ る。

民 間 の情 報 関連 機 関 の行 政 の情 報 化 に 対 す る各

種 サ ポ ー トは,イ ギ リス で は一 般 的 で あ り,た と

え ば イ ギ リス 最 大 の 中 央 官 庁 で あ る 社 会 保 障 庁

(DSS:DepartmentofSocialSecurity)に お け る

シス テ ム の 開 発 に は,ア ン ダ ー セ ン ・コ ン サ ル

テ ィ ング が パ ー トナ ー と して全 面 的 に協 力 を 行 っ

た。 この シス テ ム は,イ ギ リス に おけ る国 民 保 険

利 用 者(4千 万 人),年 金 生 活 者(1.1千 万 人)生

活 保 護 者(600万 人),失 業 者(200万 人)等 に 対 す

るサ ー ビス を 実 施 す る もの で,こ れ ま でバ ラバ ラ

に 各 拠 点 で 開 発 され て きた もの を一 元 的 か つ 体 系

的 に 再 構 築 に し よ うとす る もの で あ る。 基 本 的 に

は,6エ リアに 設 置 され た70台 の メイ ンフ レー ム

と各 地 に 分 散 す るオ フ ィス に設 置 され た2万6千

台 の 端 末 を 相 互 接続 させ,ど こか らで もセ ン トラ

ル ・イ ンデ ックス ・シス テ ム に保 持 され て い る6

千 万 人 の デ ー タへ の ア クセ ス を可 能 にす る もの で

あ る。 この た め,ロ ー カル ・サ ー バ と デ ー タ ・セ

ン タ ーは,X25で 接 続 し,ア ー キ テ ク チ ャと して

OSIモ デ ル を 採 用 して い る。 同保 障庁 で は,こ の

シ ステ ムの 開発 に よ って 国民 に対 す るサ ー ビス が

飛 躍 的 に 向 上 し,ま た,オ ー フ◆ン化,分 散 化 を 指

向 す る シス テ ムイ ンテ グ レー シ ョ ンが 図 られ た と

して い る。

、一
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表 省庁 にお ける情報関連支 出(単 位:千 ドル)

省 庁 ハ ー ド ウ エ ア 内 部 オペレーション 内部ソフト開発 外 部 サ ー ビス 通 信 合 計

政府全体 7,698,630 9,431,731 2,556,338 2,178,590 2,292,924 25,158,213

運 輸 1,715,514 114,483 78,975 166,172 198,211 2,273,355

エ ネル ギ ー 750,197 438,448 298,615 294,699 60,496 1,842,455

空 軍 619,099 1,304,021 340,957 64,511 117,529 2,446,117

NASA 588,040 515,798 487,055 155,258 52,106 1,798,257

海 軍 414,113 1,297,788 24,771 211,850 234,547 2,183,069

陸 軍 385,579 1,531,455 179,355 175,690 198,401 2,470,480

厚生 ・人事サぜ ス 275,507 459,441 67,663 395,675 91,455 1,289,741

大 蔵 682,006 706,967 76,159 69,476 103,382 1,637,990

農 林 203,283 350,747 21,172 50,045 64,462 689,709

司 法 299,975 235,753 60,304 49,385 43,662 689,079

その他省庁 1,765,317 2,476,831 921,312 545,828 2,128,673 7,837,961

(出 典:Q.E.D社
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リアルタイムシステムのソフトウェアの安全性に関する調査研究

1.事 業 の 成 果 概 要

近 年,コ ン ピ ュー タ リゼ ー シ ョン と と もに,ク

リテ ィカ ル分 野 に おけ る コン ピュ ー タお よび 安 全

機 能 を担 うセ ー フ テ ィ ・ク リテ ィ カ ル ・ソ フ ト

ウ ェア に対 す る関 心 が 高 ま って お ります 。 ソフ ト

ウ ェア は,長 所 と して の柔 軟 性 が コン ピュ ー タの

応 用 領 域 を拡 大 して き ま した が,信 頼 性 確 保 や 保

守 の面 か ら,そ れ が短 所 と して も指 摘 され,ク リ

テ ィカ ル 分野 で は,人 命 や 財 産 に重 大 な 影 響 を 及

ぼす こ とが懸 念 され る よ うにな って き ま した 。

当協 会 で は,こ の よ うな 状 況 か ら,平 成3年 度

よ り2年 計 画 で,特 に制 御 系 の シ ス テ ムな ど リア

ル タ イ ム シ ス テ ム に おけ る安 全 性(Safety)の 問

題 を 取 り上 げ,「 ソ フ ト ウ ェ ア 安 全 性 調 査 研 究

ワー キ ング ・グ ル ー プ」 を設 け て調 査 研 究 を 実 施

しま した。

平 成3年 度 は,ソ フ トウ ェア の安 全 性 に 関 す る

基 本 概 念,フ ェー ル セ ー フ ・シ ス テ ムに おけ る ソ

フ トウ ェア 問題,大 規 模 ソフ トウ ェア の信 頼 性 確

保 の 問題,ソ フ トウ ェア安 全 性 に関 す る規 格 化 の

動 向,鉄 道,航 空 宇 宙,原 子力 発 電 に おけ る ソ フ

トウ ェア の信 頼 性 ・安 全 性 対 策 な どにつ い て調 査

研 究 を行 い ま した。

第2年 目の平 成4年 度 は,ソ フ トウ ェア の安 全

性 に 関 す る 国 際 規 格 案ISO/IECJTC1/SC7

N917:「 産 業用 安 全 関 連 シ ス テ ム の 分 野 で 利 用

され る コ ン ピ ュー タ用 ソフ トウ ェア」 の規 定 内容

(要 求事 項)に つ い て の検 討 お よび解 説 の作 成,
　

鉄道,航 空宇宙,原 子力発電の分野におけるソフ

トウ ェ ア安 全規 格(ま た は規 格 案)と 同 国 際 規 格

案 との 規定 内容 の比 較 評価 な どを 行 い ま した 。 こ

の 調査 研 究 の結 果,ク リテ ィ カ ル 分 野 に お け る

セ ー フテ ィ ・ク リテ ィ カル ・ソフ トウ ェアの 開 発

に 関 す る規 格 で は,ソ フ トウ ェア の安 全 性 を よ り

向上 させ るた め に今 後 は形 式 的 ソフ トウ ェア開 発

法 と ソ フ トウ ェ ア構 成 管 理 の採 用 を推 奨 して お り

ます 。 わ が 国 に お い て も早急 に この分 野 の 対 応 策

が 要 請 され る と ころ で あ ります 。

な お,事 業成 果 の 詳細 につ い て は,平 成5年3

月 に 発 行 され た 報告 書 「リア ル タ イ ム シ ス テ ムの

ソ フ トウ ェ アの 安全 性 に 関す る調 査 研 究 」 を ご参

照 下 さい 。

以下では,ま ず規格化の目的について述べ,そ

して,現 在,国 際標準化機構などで精力的に検討

・作成 ・制定が進められている 「ソフ トウェア安

全性に関する規格」(ISO/IEC規 格案,英 国防省

(MOD)規 格案)の 規定内容および動向について

紹介する。

2.規 格化 の 目的

規 格 化 は 次 に示 す よ うにた くさ ん の 目的 にか な

う。 、

① 対 照 基 準(Referencepoint)ま た は 評 価 基

準(Criteria)

② 製 品 要 件

③ 高 品 質 で 経 済 的 な 製 品

④ 技 術 水 準 の 目標 ・改善一
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①は複数のシステムを比較する際の物差 し ・尺

度 として利用される。規格を各国がバラバラに作

成し保持することは,国 際的な通商活動の障害に

なる恐れがある。そのため,国 際規格は経済面で

の公平な国際競争にとって非常に重要になってき

ている。近い将来(お そらく1993年),EC(Eur-

opeanCommunity)諸 国に製品を売る場合,最 低

限の品質規格を満たすことが必要となる。

②は製品の要件を規定する1つ の手段となる。

発注者は最小の労力で要件を規定できることを望

んでいる。特定のアプリケーシ ョン用に受け入れ

られている規格を指定 し,そ れに適合することを

要求することにより簡素化する。

③では,規 格が共通の要件を提供することによ

り,よ り高品質の製品をより経済的に製造す るこ

とを可能 とする。

④は工学慣行の技術水準を改善する1つ の手段

である。従来のような技術の後追いの規格化では

な く,技 術開発の目標を設定 した規格である。ソ

フ トウェアのセキュリティと安全性に関する規格

はこの範疇に属する規格である。

3.ソ フ トウェアの安全規格の現状

安全性が問題 となるアプ リケーシ ョン領域で

は,シ ステム要件(特 に安全性要件)の 実現にソ

フ トウェアを適用する場合,開 発者はそのソフ ト

ウェアが安全である(ハ ザー ドの原因とはならな

い)根 拠(Rationale)や 証 拠(Evidenceor

Fact)を 提示 して,購 入者や第三者(市 民,規 制

当局など)に 妥当な信頼感を与えなければならな

い。そのためには,そ れに準拠 して ソフ トウェア

を開発すれば合理的な範囲内で安全性が保証され

る安全規格 ・法規が必要である。現在の技術水準

では,ソ フ トウェアの安全性 ・信頼性を完全に検

査 ・保証する手段がないので,安 全性要件規格

(検 査 規 格,製 品 規 格)だ け で な く,工 程 で 安 全

性 品質 を 作 り込 む 開 発 の や り方(ソ フ トウ ェア ・

プ ロセ ス)(品 質 管理 規格,プ ロセ ス 規格)を も含

め た 広 範 な ソ フ トウ ェア安 全 性 ・開 発 規 格(ガ イ

ドラ イ ン)が 要 請 され る。

原 子 力や 航 空 機 の事 故 影 響 は 地 球 規模(グ ロー

バ ル)で あ るの で,安 全 性 に関 す る規 格 は,各 国

が ぼ らば らに 制 定 し,保 持 す る こ とは,高 度 な 安

全 性 の維 持,円 滑 な 運 用 ・適 用,通 商活 動 な どを

妨 げ るの で,国 際 的 な調 和 の とれ た 統 一 規格 が望

ま しい(例 え ば,品 質 保 証/品 質 管 理 に 関 して は

ISO9000シ リー ズ(通 称)が 制 定 され た 。)。EC

で は,1992年 のEC統 合,1993年 の 市 場 開 放 を 目

指 して,安 全 関 連制 御 シ ス テ ム の規 格 化 を 重 要作

業 項 目 と して 域 内 の 各 国 の 国家 規 格 を 整 合 ヨ ー

ロ ッパ 規格(HarmonisedEuropeanStandards)

に 一 致 させ る作 業 を精 力 的 に進 め て い る。

以下 で は,現 在,国 際 ・国 家 標 準 化 機 構,業

界,学 会,各 国 の 国 防省 な どで 精 力 的 に検 討 ・作

成 ・制 定 が 進 め られ て い る 「ソフ トウ ェ ア安全 性

に 関 す る規 格 」 の 内,注 目す べ き次 に示 す2つ の

安 全 規 格 に つ い て,規 格 化 の 内容 ・動 向 を簡 単 に

紹 介 す る。

①ISO/IEC規 格 案:ISO/IECJTC1/SC7

N917

② 英 国 防 省(MOD)規 格 案:INTDefStan

OO-55

3.11SO/IEC規 格 案:ISO/IECJTC1/SC7Ngl7

"S
oftwareforComputersintheApplication

ofIndustrialSafety-RelatedSystems"

(1991年11月 発 行)

本 規 格 案 は,元 々 はIEC/TC65/SC65A/

WG9で 作 成 さ れ た 規 格 案 で,IEC/TC65/
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SC65A/WG10で 検 討 ・作 成 され て い るシ ス テ ム

全 体 の 安 全 性 を 対 象 とす る規 格 と 一 対 で 利 用 さ

れ,産 業 で の 安 全 関 連 ア プ リケー シ ョンで利 用 さ

れ る ソ フ トウ ェ アに 関 して,設 計,開 発,構 築,

そ して 評 価 に つ い て 扱 って い る(図1参 照)。(英

国 で は,同 名 の 規 格 をBS89/33006DCと 付 番 し

て い る。)(TC65は 産 業 用 プ ロセ ス 計 測 制 御 を 担

当 す る技 術 委 員 会 で,SC65Aは シ ス テ ムの側 面 を

担 当 す る部 会 で あ る。)第1章 か ら 第8章 は,ソ

フ トウ ェア安 全 性 イ ンテ グ リテ ィ(SSDと ソ フ

トウ ェ ア ・ライ フサ イ クル に 向 け られ て い る。 第

9章 か ら第17章 で は,安 全 関連 ソフ トウ ェ ア(S

RS)の 設 計 お よび 評価 の 諸 技 法 ・手 段 を 規 定 し

て い る。 最 後 の 第18章 で は,本 規 格 が特 定 の産 業

を 想 定 しな い 汎 用 規格(基 本 規 格)で あ る の で,

特 定 の産 業 に 特 化 した ソフ トウ ェア安 全 規 格 を作

成 す る際 の 手 引 を 与 え て い る。 付 録 では,各 ソフ

トウ ェ ア安 全 性 イ ンテ グ リテ ィ水 準(IL:Integr-

ityLevel)を 達成 す る の に使 用 す べ き技 法 お よび

手 段 を 規 定 し,各 技法 を解 説 して い る。

1.序 文

2.適 用 範 囲

3.引 用 規 格

4.定 義

5.目 標 お よび適 合性

6.ソ フ トウ ェア安 全 性 イ ン テ グ リテ ィ水 準

7.要 員 とそ の 責務

8.ラ イ フ サ イ クル 問題 と文 書

9、 ソフ トウ ェア ウ ェア要 求 仕 様

10.ソ フ トウ ェア構 造

11.設 計 お よび 開発

12.検 証

13、 ソフ トウ ェア/ハ ー ドウ ェアの 統 合 化

14.ソ フ トウ ェア妥 当性 検 査

15.評 価

16.品 質 保 証

17.ソ フ トウ ェア保 守

18.ア プ リケ ー シ ョン分 野 固 有 の規 格 を 派 生 す る

た め の 手引

図11SO/IECN917規 格 案 の 目次構 成

ILの 基 本概 念 を鉄 道 分 野 に適 用 す れ ぽ,ATC

(AutomaticTrainControl:自 動 列 車 制御 装 置)

とATS(AutomaticTrainStop:自 動 列 車停 止 装

置)がIL4(最 高 水 準),CTC(Centralized

TrafficControl:列 車 集 中 制 御 装 置)がIL3,

COMTRAC(ComputerAidedTrafficControl

System:列 車 運 行 管 理 シ ス テ ム)がIL2,そ し

て,各 駅 の旅 客 サ ー ビ ス ・誘 導 シ ス テ ム がIL1

(最 低 水 準)に 該 当 す る と 思 わ れ る 。ILOは

MIS(ManagementInformationSystem:経 営 情

報 シ ス テ ム)に 代 表 され る ビ ジネ ス ・ソフ トウ ェ

ア が該 当 し,非 安 全 関 連 ソ フ トウ ェア と称 され る

水 準 で,ソ フ トウ ェ アの 品質 管理/品 質 保 証 の国

際 規 格 で あ るISO9000-3あ る いは 同 等 規 格 の 履

行 を勧 告 して い る。SRSの 開発 では,ISO9000-

3の 適 用 は 最 低 限 と見 な して い る。 即 ち,セ ー フ

テ ィ ・ク リテ ィ カル 分 野 で は,ISO9000-3は 最 低

基 準 で あ る。

実 際 に 達 成 され るILは,開 発 要 員 の 能 力 以 外

に,採 用 され る ソ フ トウ ェア 開発 法,ソ フ トウ ェ

ア構 造,品 質保 証,プ ロ ジ ェ ク ト管 理 な どの 要 因

に よ って 決 定 付 け られ る と考 え られ るが,そ れ ら

を 厳 格 に 実 践 す る こ とに よっ て,(現 在 の 技 術 水

準 で は,)ど の水 準 のILが 達 成 され た か を テ ス ト

で 確 認 した り,定 量 的 に測 定 す る こ とは で きな い。

本 規 格 案 は,完 成 した ソフ トウ ェアを 評 価 して

品 質保 証 を す る の で は な く,要 求 され たILを 実

現 す る プ ロセ ス,特 に使 用 す べ き技 法 ・手 段 を 特

定 し,そ れ を使 用 す る こ とに よ り自然 と そ のIL

が達 成 され る とい う考 え(前 提)で 作 成 され て い

る(我 々は,完 全 な ソフ トウ ェアで あ る こ とを約

束(保 証)す る こと はで きな い が,最 善 で利 用 可

能 な慣 行(practice)を 実 行 す る こ と を 約 束 す る

こ とは で き る。)。そ れ 故 に,本 規 格 で は,50ペ ー

ジ以上 に渡 って現 在 利 用 可 能 で,有 用 と考 え られ一
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る約70個 の 技 法 ・手段(図2参 照)を 開 発 サ イ ク

ルに 対 応 させ,要 求 され たILを 実 現 す る た め に

使 用 すべ き技 法 ・手段 とを マ トリ ックス 形 式 で 規

定 して い る。 な お,形 式的 方 法 に関 して は,い く

つ か あ る有 効 な 技 法 の1つ と位 置 付 け て お り,む

しろ,本 規 格 案 で は,(シ ス テ ム ・)インテ グ リテ ィ

水 準,ア プ リケ ー シ ョン の種 類,お よび 産 業 分 野

を 熟 考 して,技 法 ・手段 の セ ッ トの 中か ら適 切 に

選 択 した 複 数 個 の 技 法 ・手 段 か らな る パ ッケ ー シ

(package)を 使 用 す る こ とを推 奨 して い る。

・ハ ザ ー ド解 析(CCD,ETA,FTA,FMECA,

HAZOP)
・共通 原 因 故 障 解 析(CCFA)

・形 式的 方法(CCS,CSP,HOL,LOTOS,OBJ,

時 間 論理,VDM,Z)
・準 形 式 的 方 法(ロ ジ ッ ク/機 能 ブ ロ ック ・ダ イ ア

グ ラ ム,シ ー ケ ンス ・ダイ ア グラ ム,有 限 状 態 マ

シ ン/状 態 遷 移 図,時 間 ペ ト リ ・ネ ッ ト,決 定

表,真 理 値 表)
・構 造 化 方 法 論(JSD,MASCOT,SADT,SSADM,

Yourdon)
・プ ロ トタイ ピ ン グ/ア ニ メー シ ョ ン(仕 様 の妥 当

性 検 査)

防 衛 化 プ ログ ラ ミン グ

故 障 ア サ ー シ ョン化 プ ログ ラ ミン グ

安 全 バ ッ グ技法

多 様 化 プ ロ グ ラ ミン グ

リカバ リ ・ブ ロ ック(RB)

記録 され た実 行 済 み ケ ー ス
モ ジ ュー ラ'ア プ ロー チ(情 報隠蔽化/カ プセル化)

強 い 型 付 け を もつ プ ロ グラ ミング 言語

形 式 的 証 明

確 率 論 的(統 計 的)テ ス ト

静 的解 析(チ ェ ック ・リス ト,制 御 フ ロ ー分 析,

デ ー タ ・フ ロー 分析,誤 り推 定 法,Faganイ ンス
ペ ク シ ョン,ス 二 一 ク回路 解 析,記 号 実 行,ウ

ォー ク スル ー/設 計 レ ビ ュー)

動 的 解 析,動 的 テ ス ト

機 能 テ ス ト,ブ ラ ック ・ボ ック ス ・テ ス ト

性 能 テ ス ト

イ ン タフ ェー ス ・テ ス ト

テ ス ト ケー スの作成 法(限 界値 分析法,同 値分 割

法,誤 り推定 法,誤 り蒔 く法,内 部構 造 に基づ く法)
マル コ フ ・モ デ ル

信 頼 性 プ ロ ヅク図

モ ン テ カル ロ ・シ ミュ レー シ ョン

プ ログ ラ ム構 造 図

ソフ トウ ェア構 成 管 理

図2使 用を推 奨 している技法 ・手 段(一 部)

3.2英 国 防 省(MOD:UKMinistryofDefence)

規 格 案:INTDefStanOO-55

"R
equirementsfortheProcurementofSafety

CriticalSoftwareinDefenceEquipment"

(1991年4月 発 行)

本 国防 規 格 案INTDefStanOO-55で は,国 防 装

置 で利 用 され る セ ー フ テ ィ ・ク リテ ィカル ・ソ フ

トウ ェア(SCS)の 調 達 お よび 開 発 で の諸 手順 お

よび技 術 的 要 件 を 扱 って い る(図3参 照)。 本 規

格 案 で の 要 素 は,① 安 全 性 管 理 の 手 順(計 画 お よ

び 制 御),②(手 法 お よび ツ ール を 含 ん だ)ソ フ ト

ウ ェア工 学 の 実 施 基 準,そ して,③ プ ロジ ェ ク ト

・ライ フ サ イ クル の各 ス テ ー ジで あ る。 そ れ らに

関 し,本 規格 案 で は,独 立 安 全 性 監 査 担 当者 が,

安 全 性 計 画 が 正 し く実 施 され て い る か を独 立 に監

査 し,本 規 格 で規 定 した 要 件 が 満 た され て い る こ

とを 独 立 に精 査 す る こ とを要 求 して い る。 要 求 さ

れ て い る慣 行 と して は,ハ ザ ー ド解 析,安 全 性 イ

ンテ グ リテ ィ解 析(安 全 性 リス ク 評 価),仕 様 化

技 法,設 計 技 法,レ ビ ュー,静 的 コ ー ド解析,そ

してV&Vテ ス ト(VerificationandValidation

Test:検 証 お よび 妥 当性 検 査 テ ス ト)で あ る。 ま

た,本 規 格 案 で は,SCSは 形 式 的 仕 様 ・設計 記述

技 法 を 使 用 して 規 定 さ れ る こ と を 要 求 し,そ し

て,静 的解 析 ・検証(Analysability)を 容 易 に す

るた め に,同 時 併 行 処 理,割 り込 み,浮 動 小数 点

演 算,再 帰,動 的 メ モ リ割 当 て な どの 使 用 の慣 行

は受 け 入 れ られ な い慣 行 と して特 定 してい る。

安全 性 イ ン テ グ リテ ィの 水 準 に 関 して は 区分 け

して い な い 。 即 ち,こ こで の ソ フ トウ ェア は,

セ ー フテ ィ ・ク リテ ィカ ルか,非 セ ー フ テ ィ ・ク

リテ ィカル の い ず れ か で あ る。

安 全 性 を 向上 させ る常 套 手 段 で あ るハザ ー ド解

析 な どの安 全 性 解 析 につ い ては,本 規 格 と一 対 の

規 格 で あ るINTDefStanOO-56で 必 須 文 書 類 と共

'



に 詳 細 に 規 定 され て い る。

本 規 格 案 の 最 も顕 著 な 特 徴 は,形 式 的 方 法

(例 え ば,形 式的 記述 言語:Z,VDM,OBJ,

FOREST)お よび形 式 的検 証(例 え ば ,静 的 解 析

ツ ー ル:SPADE,MALPAS)を 課 して い る点 で

あ る。(形 式 的 方 法 は,コ ン ピ ュ ー タ ・セ キ ュ リ

テ ィお よび デ ー タ通 信 の 分 野 で は受 け 入 れ られ た

慣 行 とな って い る。)形 式 的 検 証 で は,仕 様 ・設

計 の作 成 プ ロセ ス で1ス テ ップ 毎 に証 明す べ き主

張(立 証 責 任(ProofObligation)と い う)(関 数 定

義,前 提 条 件,帰 結 条 件)が 構 成(作 成)さ れ,

そ れ に対 して形 式 的 証 明あ るい は 厳 密 な 論 法(R・

igorousArgument)を 利 用 して形 式 的論 証(For-

malArgument)を 構 成(作 成)し ,関 数 定 義 の 正

当 性 を 証 明 す る(立 証 責 任 を 果 た す とい う)。 特

に 最 上 位 の 形 式 的 仕 様 書 が非 形 式 的 な ソフ トウ ェ

ア 要 求仕 様 書 に 合致 して い るか を数 学 的 に証 明す

る こ とは一 般 的 に不 可能 で あ る の で,形 式 的 仕 様

書 が妥 当 で あ るか を ア ニ メ ー シ ョン技 術 を 使 っ て

確 認 す る こ とを 要 求 して い る。

なお,完 全 に 強 制 的 な 本 規 格 の 導 入 目標 は1995

年 に 設 定 され て い る。

まえが き

第1部

10,

11,

12.

13.

14。 設 計 チ ー ム

15.V&Vチ ー ム

16.独 立 安 全 性 監 査 担 当者

17,下 請 負 契 約 協 定

18.安 全 性 計 画

19.安 全 性 レビ ュ ー

20.設 計 実 施 基 準

21.安 全 性 記 録 簿

22.文 書

23.納 入物 件 に 対 す る 要 求 事項

24.構 成 管理

25.検 定 合格 お よび役 務 へ の受 け 入 れ

26.製 造

27.供 用

28.廃 棄 処 分

第3部 ソフ トウ ェア工 学 に 関 す る 実 施 基 準

29.仕 様 定 義

30.設 計

31.コ ーデ ィ ン グ

32.形 式 的 論 証

33.動 的 テ ス ト
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35.妥 当性 検 査

36.ツ ール お よ び支 援 ソフ トウ ェ ア

総 則

序 文

適用範囲

警

関連文書
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品質保証

リス ク分析

要員の質

図3MODINTDefStanOO-55規 格 案 の 目次構 成

一 }



一
分散 グループ レビュー システムのプ ロ トタイプ開発

1.は じめ に

近 年,ワ ー クス テ ー シ ョン の普 及 やLAN等 の

ネ ッ トワ ー クの進 展 に よ りソフ トウ ェア開 発 環 境

は大 き く変 化 して き て い る。 例 え ば,ワ ー ク ス

テ ー シ ョ ンの普 及 に 伴 いCASE等 の ツ ール が 開 発

され,開 発 工数 の軽 減,設 計 品質 の 向上 が もた ら

され て きた 。

今 ま で の ツ ー ル の多 くは,開 発 メ ンバ ーが 個 別

に 行 う作 業 を 支 援 す る も の で あ っ た が,ソ フ ト

ウ ェア開 発 時 に は 個 別 作 業 の ほ か に 調 整,意 思決

定,連 絡 等 非 常 に多 くの協 同作 業 が 存 在 して い る。

従 って,グ ル ー プ で の協 同作 業 を支 援 で き る シス

テ ムを 開 発 す る こ とが で きれ ぽ 大 きな作 業 効 率 の

向上 を も た らす こ とが で き る。 こ うした 認識 の基

に,「 グル ー プ ワー ク支 援 シス テ ム の 研 究 開 発 」

事 業 で は,ソ フ トウ ェア 開発 時 の グル ー プ作 業 で

特 に重 要 な レビ ュ ー作 業 を 取 り上 げ,そ の支 援 シ

ス テ ム の プ ロ トタ イ プ開 発 を 行 った 。

シス テ ム は,分 散 開 発 環 境 で の レビ ュー作 業 の

効 率 化 を 目指 した もの で,レ ビ ュー し よ う とす る

ドキ ュメ ン トの 表 示 ウイ ン ドウ と コ メ ン ト,カ ウ

ン タ コ メ ン トを 記 録 す る カ ー ドス タ ックを 持 って

い る。 また,ド キ ュ メ ン ト中 の指 摘 箇 所 と コメ ン

トは リン ク構 造 を もち,文 字 単位 で 関 連 付 け られ

る よ うに な っ て い る。 コメ ン ト,カ ウ ン タ コメ ン

トは テ キ ス トの他 に 音声 及 び動 画 を用 い て行 う こ

とが で き る。 本 解 説 で は,開 発 の 経 緯,シ ス テ

ムの概 要,利 用 結 果 等 につ い て述 べ る。

2.ソ フ トウ ェア開 発 に お け る レ ビ ュー作 業

ソ フ トウ ェア の開 発 は,的 確 な 物 生 産 管 理 を 行

う為 の抽 象 的 な 課題 を コ ン ピ ュー タ で実 行 で き る

具体 的な 物(即 ち,実 行 可 能 な プ ロ グ ラム)に す

る作 業 で あ り,規 模 が 大 きな もの に な る と開発 期

間 も長 期 に な り,ま た 開発 メ ンバ ー も多 数 に な る。

そ の結 果,中 間 成 果物 に誤 りが含 ま れた り,メ ン

バ ー 間 で情 報 が うま く伝 わ らな い 等 の 問題 が発 生

す る こ とに な る 。 こ う し た 問 題 の 発 生 を 避 け た

り,解 決 策 を 検 討 す るた め に 開発 の途 中 で管 理 レ

ビ ュ ー,技 術 レ ビ ュ ー,イ ン ス ペ ク シ ョ ン,

ウ ォー クス ル ー,監 査 等 の様 々な レビ ュ ーが行 わ

れ る。

日常 よ く行 わ れ て い る ウ ォ ー クス ル ー を例 に と

る と,次 の よ うに実 施 され る。

① 目 的

目的 は欠 陥,欠 落,矛 盾 を発 見 し ソフ トウ ェ ア

の 品質 を 向上 させ た り,代 替 方 法 を検 討 す る こ と

で あ りプ ロ グ ラ ム コー ドの検 査 手 法 と して長 く用

い られ て きた 。 ウォ ー クス ル ー は こ う した 第一 義

的 な 目的 の 他 に,技 術 の 交 換,参 加 者 の 教 育 と

い った 面 で も役 立 って い る。

ウ ォー ク スル ーの 手法 は,概 念 設 計,詳 細設 計

等 の ソフ トウ ェア構 成 要 素 に も適 用 で き る もの で

あ る。

② 構 成 要 員 と役割

調 整 者,書 記,作 成 者,レ ビ ュー担 当 者 か ら構

成 され る。調 整 者 は,会 議 の進 行 管 理 等 を行 い,

書 記 は ウ ォ ー クス ル ー会 議 で 指 摘 され たす べ て の

コメ ン トを記 録 す る。 作 成 者 は ソフ トウ ェア構 成



'
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要 素 を 作成 した 人 で あ り,レ ビ ュー担 当者 は,コ

メ ン ト等 を作 成 す る 人 で あ る。 これ ら の役 割 は,

メ ンバ ー 内 で共 有 され る こ とが あ る
。 例 え ば,調

整 者 は 作 成 者 が 兼 ね る時 が あ る。

③ 用 意 す る もの

ウ ォ ー ク ス ル ー を 行 うに 当 っ て は 最 小 限
,

ウ ォー クス ル ー の 目的 を書 いた ドキ ュメ ン ト,レ

ビ ュー対 象 物 ,作 成 時 に使 用 した 標 準,仕 様 書 を

用 意 す る。

④ 開 始 条 件

ウ ォ ー クス ル ーは,一 般 に 品質 保 証 計 画や ソフ

トウ ェア 開発 計 画 に基 づ い て実 施 され る。 また,

ソフ トウ ェ ア構 成 要 素 の 作 成 完 了 が ウ ォ ー クス

ル ー の トリガ ー と な る。

⑤ 手 順

まず,調 整 者 が,チ ーム の結 成,ス ケ ジ ュール

の作 成,必 要 な ドキ ュ メ ン トの 事 前 配 付 を 行 う
。

次 に作 成 者 に よっ て概 要 の 説 明 が 行 わ れ る。 この

後,各 レ ビ ュー担 当者 は,各 自で ドキ ュ メ ン トの

レビ ューを 行 い,ウ ォ ー クス ル ー会 議 に備 え る
。

ウ ォー クス ル ー会 議 で は,ま ず 全 体 的 な説 明 が

な され,次 に作 成 者 が ドキ ュメ ン トを 逐 一 読 み 上

げ る。 各 レ ビ ュー担 当者 は,そ の 内容 に 対 して 質

問 を行 った り,検 討 す べ き事 項 を 指 摘 す る。 書 記

は,会 議 で 取 り挙 げ られ た コ メ ン トや 決 定 を記 録

し レポ ー トと して ま とめ る。

⑥ 終 了 条件

ウ ォー クスル ー は,十 分 に 詳 細 な 検 討 に 基 づ い

て,す べ て の欠 陥 や 欠 落 の指 摘,効 率 に 関 す る議

論,向 上 の た め の 助 言 が な され,そ れ らが レポ ー

トと して ま とめ られ た と き終 了す る。

⑦ 成 果 物

最 終 的 に 出 され る成 果 物 は,ウ ォー クス ル ー レ

ポ ー トで あ る。

こ う した レ ビュ ーに よ る効 果 は
,既 に多 くの報

告 に よ り明 らか に され て い る。 しか し,実 施 す る

た め に は,会 議 室 の 予約 ,レ ビ ュー ・メ ンバ ーの

選 定,ス ケ ジ ュー ル調 整,ド キ ュメ ン トの 事 前 配

付,レ ビ ュー実 施,レ ビュ ー結 果 の作 成 等 煩 雑 な

仕 事 が 多 く,ま た,多 くの 工 数 を 要す る こ とか ら

必 ず しも十 分 に 実 施 され て い な い のが 実 状 であ る。

また,最 近 で は次 の よ うな 問題 も顕 在 化 して き

て い る。

● レ ビ ューで き る能 力 を も った 人材 が少 な く特

定 の 人 に 作 業 が 集 中 す る。

● オ フ ィス 空 間 の 事情 か ら会 議 室 の予 約 が 困 難

に な って きて い る。

● オ フ ィス等 の関 係 で参 加 メ ンバ ーが 分 散 して

お り一 堂 に会 す るの が 困 難 に な って きた。

● 要 員 等 の不 足 か ら外 注 が 多 くな りス ケ ジ ェー

ル 調 整 が 困 難 に な って きて い る。

● ドキ ュ メ ン トが電 子媒 体 で作 成 され て い るの

に レ ビ ュー は依 然 紙 媒 体 で行 わ れ て い る。

● 開発 規 模 の大 型 化 に 伴 い ドキ ュ メ ン トの量 が

多 くな って きた 。

3.グ ル ー プ レ ビ ュー シ ス テ ムの 開 発

(Dシ ス テ ム基 本 方 針

レ ビ ュー は,メ ンバ ーが 会 議 室 に 集 ま って行 う

のが 一 般 的 で あ るが ,先 に述 べ た よ うに メ ンバ ー

が な か な か 一 堂 に 集 まれ な い こ とか ら ,メ ンバ ー ・

が分 散 した ま ま の状 態 で行 え る こ とを 基 本 に した。

分 散 環 境 の場 合,い わ ゆ る在 席 会 議 シス テ ム の

よ うな シ ス テ ム も考 え ら れ る が ,現 状 の ネ ッ ト

ワー ク環 境 で,対 面 の リア ル タ イ ム会 議 環 境 を 構

築 す る こ とは伝 送 速 度,容 量,コ ス ト等 の 面 で 困

難 な た め電 子 メ ール を用 いて 非 同 期 で レビ ュー が

行 え る よ う設 計 す る こ とに した。

グル ー プ が 使 う シ ス テ ムは ,グ ル ー プ の メ ン一



バ ー全 員 が 使 え る もの で な くて は な らな い。 そ こ

で,ユ ーザ イ ン タ フ ェー スの 設 計 に 当 た って は,

操 作 方 法 に つ い て特 別 な 予備 知 識 が な くて も利 用

で き る よ うク リ ック操 作 で 各 種 機能 が実 行 で き る

よ うに した。 ま た,各 種 機 能 は 階 層 プル ダ ウ ン メ

ニ ューに よ って パ ラ メ ー タが 選 択 で き る よ う に

し,入 力 ミス の減 少,操 作 負 担 の 軽 減 を計 った 。

(2)コ メ ン ト付 け の 方 法

非 同 期 で レ ビ ュー を行 う場 合,ド キ ュ メ ン ト作

成 者 と レビ ュ ー メ ンバ ーの 間 で リア ル タ イ ム の会

話 が で き な い ことか ら,ド キ ュメ ン ト中 の ど こに

対 す る指 摘 で あ るか を 明確 に示 す 必 要 が あ る。/

一 般 に ドキ ュ メ ン トと コ メ ン トの対 応 を 示 す 方

法 と して表1の 方 法 が あ る。 この シス テ ムで は,

オ リジナ ル ドキ ュ メ ン トの様 式 を 保 つ こ と,複 数

コメ ン トが あ って も見 易 さを 損 な わ な い こ と等 か

ら分離 型 の 方法 を とる こ とに した 。 また,ド キ ュ

メ ン ト中 の 指 摘 箇所 を マ ー カで マ ー クす る感 覚 で

文 字 の 白黒 反 転 が で き よ うに し,手 作 業 で 行 って

い た と き と違 和感 無 くシ ス テ ム が使 え る よ うに し

た。 文 字 単 位 で マ ー クで き る こ とに よ り分離 型 の

欠 点 で あ る原 文 と コメ ン トの対 応 の 困 難 さが 解 消

され る。

さ らに指 摘 箇 所 と コメ ン トは 自動 リン ク付 け を行

い 双 方 向 で 参 照 で き る よ うに した。

表1コ メン ト付け方法の比較

方 法 利 点 欠 点
例

カ ラ ム 型 原 文 の横 に コメ ン 指 摘 行 と 同 じ行 に
・カラ・を謝 る 芸 ン トでき見や 最 の ・・ ン ・作

成 者 の扱 い が難 し
し・

PREP

分 離 型 原 文 とは別 の位 置 原 文 が維 持 され る りに くい
に コ メ ン トを 書 く 複 数 の コメ ン ト.

長 い コ メ ン トが 可
能

ForComment

lCICLE

オ ー バ レ イ 型 慌 声;ン 曇群 議 弛 ・・廊 くくな
MarkUP

貼 付 型
驚 ㌫ ㌫ ン 騒 聾 ㌻ 鷺 制限があ・

重ね られ る

MacDraw

サ ン ドイ ッチ 型 原 文 の 間 に コ メ ソ 複 数 の コメ ン ト,
トを 挟 む 長 い コ メ ン トが 可 る

能

電 子 メー ル

(3)マ ル チ メデ ィの 扱 い

最 近 の ワ ー クス テ ー シ ョンは,音 声 や 動 画 等 の

メデ ィア を テ キ ス ト等 の従 来 の メデ ィア と同様 に

扱 うこ とが で きる よ うに な って き て い る。

非 同期 の レビ ュー シ ステ ム と した 場合,従 来 の

レ ビ ュー会 議 でみ られ た リアル タ イ ムの 会 話 が で

きな い た め,テ キ ス トに よる コ メ ン ト付 け に加 え

て,音 声 や 動 画 に よ る コ メ ン ト付 け が 行 え る よ う

工 夫 した。

(4)シ ス テ ムの 機 能 とユー ザ イ ン タ フ ェー ス

機 能 と して は,レ ビ ュ ー ドキ ュ メ ン トと関 連 を

もた せ た コ メ ン ト付 け,カ ウ ン タ コ メ ン ト付 け,

コ メ ン ト結 果 に 基 づ く品質 の 自動 表 示 等 が あ る。

ユ ーザ イ ンタ フ ェース の 基 本 で あ る 画面 は,マ

ル チ ウ イ ン ドウで構 成 され,オ リジナ ル ドキ ュ メ

ン ト表 示 領 域,コ メ ン ト入 出 力領 域,カ ウ ン タ コ

メ ン ト入 出 力領 域 か らな って い る。 コ メ ン トと カ

ウ ンタ コ メ ン トは 対 で一 枚 の カー ドを 形 成 し,,ス

タ ヅクに保 存 され る。 図1に 表 示 例 を示 す 。
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図1画 面表示 例

① コメ ン ト付 け のた め の操 作

まず,オ リジ ナル ドキ ュ メ ン ト表 示 領域 内 に あ

る ドキ ュ メ ン トを ス ク ロ ール させ な が ら検 査 して

い く。

コ メ ン トを付 け る箇 所 を発 見 した ら
,そ の 箇 所

を マ ウス で ドローす る。 ドロー とは,指 摘 箇所 の

先 頭 に カ ー ソル を移 動 させ マ ウス の ボ タ ンを押 下

した ま ま,指 摘 箇所 の 最 後 まで カー ソル を動 か す

こ とで あ る。 こ うす る こ とに よ り指 摘 箇 所 の文 字

が 白黒 反 転 す る。 前 に述 べ た よ うに ,指 摘 は 文 字

単 位 で行 う ことが で き る。 指 摘 箇 所 を 示 した 後 コ

メ ン ト追 加 ボ タ ンを 押 下 す る と コ メ ン ト入 出 力領

域 に 新 しい コ メ ン トカ ー ドが 現 わ れ,コ メ ン トを

入 力 で きる 状 態 に な る。 ドキ ュメ ン ト全 体 に対 す

る コメ ン トの場 合 は,直 接 コメ ン ト追 加 ボ タ ンを

押 下 す る。 この場 合,確 認 の メ ッセ ー ジが シス テ

ムか ら出 され る。 オ リジ ナル ドキ ュ メ ン ト内 の テ

キ ス トを コ ピー&ペ ー ス トの操 作 で簡 単 に コメ ン

ト領 域 に 転 記 で き るた め,コ メ ン ト作 成 時 に よ く

見 られ る 「～ とい う文 章jは 「～ と い う文 章 」 と

矛盾 して い る等 の原 文 参 照 が 数 回 の マ ウス 操作 で

行 え る。 ・

図1に 示 す よ うに コ メ ン トカー ドに は ,コ メ ン

ト入 力 ウイ ン ドウの 他 に 次 の ボ タ ンが あ る。
」

● コ メ ン トの種 類

コメ ン トの種 類 は
,階 層 プル ダ ウ ン メ ニ ュー

に な って お り,コ メ ン トの種 類 を選 択 で きる。

この コ メ ン トの種 類 は ,通 常 レ ビ ュー基 準 と し

て あ らか じめ 決 ま って い る もの で あ る。 後 に 説

明 す る品質 は,こ の基 準に よ って 計 算 され る。一



● ソー ト

ドキ ュ メ ン トに コ メン トを 付 け て い くと き,

ドキ ュ メ ン トの 先頭 か ら次 々 と コ メ ン トを 付 け

て行 くだ け で な く前に戻 って コ メ ン トを付 け た

い 場合 な どが あ る。 こ の ソ ー トは,そ うして 付

け られ た コ メ ン トを ドキ ュ メ ン トの 出現 順 に並

び変 えた りす るた め の もの で あ る。 ま た,全 体

に対 す る コ メ ン トも ドキ ュメ ン ト検 査 中 に 随

時 書 か れ る場 合 が あ る、,こ した 場 合 で も ソー ト

す るす る こ とに よ り全 体 に 対 す る コ メ ン トを ま

とめ る こ とが で き る,、

● 同 封

図 を用 いた コ メ ン ト,音 声 に よる コ メ ン ト,

動 画 に よる コメ ン トは 同封 と して 受 け 渡 す こ と

が で き る。 同 封 ボ タ ンを ク リ ッ クす る と,ど の

メ デ ィアを 選 択 す るか の メ ニ ュー が 表示 され,

次 の階 層 メ ニ ュー と して 作 成/参 照/削 除 が 表

示 され る。 これ らは,必 要 に応 じて選 択 す る。

● テ キ ス ト参 照

通常,オ リジナ ル ドキ ュメ ン トの指 摘 箇 所 と

コメ ン トは,自 動 的 に リン ク付 け され て い るた

め,コ メ ン トを次 々 とめ くる と,そ れ に連 動 し

て オ リジナ ル ドキ ュ メ ン トが 自動 的 に ス ク ロ ー

ル し,該 当指 摘 箇 所 が 白黒反 転 して表 示 され る.

この状 態 で オ リジ ナル ドキ ュ メ ン トの ス ク ロー

ル 等 を 行 う と現在 の コ メ ン トに 対 応 した 指 摘 箇

所 が 分 か らな くな る。 そ う した場 合 に こ の テ キ

ス ト参照 の ボ タ ンを 利 用 す る。 この ボ タ ンが押

下 され る と常 に現 在 表 示 中 の コメ ン トに 対 応 し

た 指 摘 箇 所 が 表 示 され る.

● 削除

既 に 付 け た コ メ ン トを 削除 す る と きに 利 用 す

る。

● レ ビ ュー結 果

この ボ タ ンが押 下 す る と,コ メ ン トの種 類 ご

との件 数 が 計 算 され,コ メ ン トの種 類 に応 じた

品 質 が計 算 され る。 図2に 表 示例 を示 す 。 この

ボ タ ンは,レ ビ ュー 中 いつ で も押 下 で きそ れ ま

で の結 果 を 見 る こ とが で き る。

図2ド キ ュメン ト品質表示例
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「

② カ ウ ンタ コメ ン ト付 け の 操 作

カ ウ ン タ コ メ ン ト入 出 力 領域 は ,コ メ ン トに対

して ドキ ュ メ ン ト作 成 者 が応 答 す る と き使 用 す る
。

例 え ば,指 摘 され た コメ ン トに 対 す る反 論 や,指

摘 に対 して ど の よ うに 修 正 す るか 等 を 記 述 す る。

こ の カ ウ ン タ コ メ ン ト入 出 力 領域 は ,コ メ ン ト

入 出 力 領 域 と対 に な って い る。

③ シス テ ムの構 成

シ ス テ ム は,Macintoshの 上に構i築され て お り
,

HyperCard,QuickTimeを 利 用 して い る。ま た,コ

メ ン トス タ ックの 転送 に は ,既 存 の電 子 メー ル を

利 用 して い る。

4.グ ル ー プ レビ ュー シス テ ム の利 用 形 態

この シス テ ムは ,レ ビ ュー メ ンバ ー が遠 隔 地 に

分 散 して い る い る環 境 で非 同期 に 作 業 が 行 え る こ

とを 前提 に 開発 を行 った が ,他 の ア プ リケ ー シ ョ

ンと組 み 合 わ せ る こ とに よ り図3に 示 す よ うに す

べ ての グル ー プ作 業 形 態 で利 用 で きる
。

(1)対 面 同期 形 態

メ ンバ ー は,レ ビ ューの た め の 会 議 室 に 集 ま り

直 接 対 面 状 態 で レビ ュ ーを行 う形 態 で あ る。 実 施

に 当た って は,Timbuktuな どの画 面 共 有 シ ス テ

ム と大 画 面 プ ロ ジ ェ クタ ー を組 み 合 わ せ て 電 子 会

議 シ ス テ ム を構 築 しそ の上 で この シス テ ムを稼 働

させ る。 画 面 共 有 シ ス テ ム とは ,あ る ワー ク ス

テ ー シ ョンに 表 示 され て い る 画 面 を 自画 面 内に 取

り込 む こ との で きる シス テ ム で あ る。 コメ ン ト作

成 は 各 自の ワー クス テ ー シ ョ ンで行 い,検 討 は電

子 会 議 室 で行 うこ とに な る。

② 非対面同期形態

メンバーが遠隔地に分散 している状態で,ネ ッ

トワークを用いて会議を行 う形態である。この場

合 も画 面共 有 シ ス テ ム と組 み 合 わ せ て利 用 す る。

各 レ ビュ ー担 当者 は 泊 分 の ワー クス ペ ー スに 居

な が ら レビ ュ ー会 議 が行 え る。 メ ンバ ーが 遠 隔 地

に 離 れ て い る こ とか ら電 話 等 の会 話 チ ャネ ル が必

要 とな る。 電 話 の場 合,メ ンバ ーの意 図 が 見 え な

い こ とか ら会 話 制 御(フ ロア ーパ ッシ ング)の 機

能 が 必 要 に な る と 予想 され る が,ト ー ク ン制 御 の

よ うな厳 格 な メ カニ ズ ムが 無 くて もそ れ ほ ど問題

な く会 議 が 行 え る こ とが 分 か った 。 しか し,時 と

して沈 黙 が 続 く場 合 もあ り,進 行役 は必 要 で あ る。

(3)非 対 面非 同期 形 態

メ ンバ ーが 分散 して い る状 態 で ,電 子 メ ール を

用 い て レ ビ ュ ー を 進 め る 形 態 で あ る。 対 面 の レ

ビ ュー会 議 で は ,表 情,動 作,声 を用 い て意 図 を

伝 え る こ とが で き るが,こ の形 態 で はそ う した こ

とが で きな い た め,必 要 に 応 じて録 音 あ るい は録

画 を利 用 す る。

(4)混 合形態

何人かが会議室に集まり,残 りのメンバーが会

議室以外の場所に分散 した状態で行 う形態である。一
対
面

非
対
面
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図3利 用形態一



5.利 用 結 果

現 在 まで の 利用 の結 果,次 の よ うな評 価 を 得 て

い る..

● ドキ ュ メン ト作 成 者 と レビ ュ ー担 当 者 の 間 で

の情 報 交換 メ カニ ズ ム を開 発 した こ とに よ り,

直 接 対 面 しな くて も レビ ュー作 業 が行 え る よ う

にな った 。

● 電 子媒 体 の成 果 物 と レ ビ ュー シ ス テ ム の連 係

が 計 られ た 。

● コメ ン ト作 成 作 業 が 定 型 化 され た こ とに よ り

作 業 が迅 速 に行 え る よ うに な った 。

● レビ ュー 会 議 の た め の ス ケ ジ ュー ル調 整,会

議 室 の 予約,ド キ ュ メ ン トの コ ピ ーな どの 面 倒

な 事務 処 理 が不 要 に な っ た。

● そ の た め,レ ビ ュ ー まで の 時 間 が短 縮 され タ

イ ム リーな レビ ューを 行 うこ とが で き る よ うに

な った 。

● レビューの回数が増し,品 質の向上が計 られ

た。

● 品 質 の 自動計 算 は,コ メ ン ト作 成 中 に もで き

レビ ュー進 捗 の チ ェ ックに も役 だ っ た。

● 品 質 の 自動 計 算 に よ り面 倒 な 計 算 を 行 わず に

す む よ うに な った。

● 音 声,ビ デ オ 画像 の利 用 は,あ ま り行 わ れ な

か った 。 た だ し,ビ デ オ画 像 は,マ ンマ シ ー ン

・イ ンタ ラ クシ ョ ンな ど動 的 な 振 る舞 い を伝 え

る上 で 大 きな 効果 が あ った。 従 って,レ ビュ ー

対 象 物 に よ って は 今後 多 く使わ れ る 可能 性 もあ

る。

な お,改 善 す べ き点 と して次 の も のが 指 摘 さ

れ て い る。

● レ ビ ュー作 業 は,欠 陥,欠 落,違 反等 の 指 摘

の み で な く,そ の 指 摘 が 次 の バ ー ジ ョ ン の ド

キ ュメ ン トに どの よ うに反 映 され て い るか の確

認 も重 要 とな る。 そ こで レビ ュー シス テ ム と連

連

'

係 した 形 で ドキ ュ メ ン トの変 化 が確 認 で き る シ

ステ ムの 開 発 。

● コメ ン トと カ ウ ン タ コ メ ン トの 極 め細 か い 対

応 付 け。

6.お わ りに

グル ー プ の 共 同作 業 は,人 間 の個 性,特 性 の 影

響 を 直 接 受 け コ ン ピ ュー タに よる支 援 が 極 め て 難

しい領 域 と言 わ れ て い るが,レ ビ ュ ー とい う,構

造 が か な り明確 に な っ て い る共 同作 業 を 取 り上 げ

る こ とに よ りグル ー プ作 業 の効 率 化 を計 る シ ステ

ム の開 発 に 成 功 した 。

今後 は,こ う した シ ス テ ムの 利 用 経験 を積 み重

ね る こ とに よ りグル ー プ で の協 調 作 業 の 解 明 が 進

み,さ らに 幅 広 い 支 援 シス テ ムの研 究へ と発 展 す

る こ とを期 待 した い 。

参 考 文 献

グル ー プ ワー ク支 援 シ ス テ ムの 研 究 開発 報 告 書

1992.1993
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〈ア メ リカ 〉

・ア ウ トソ ー シ ン グで は コス トの 削 減 が 第一 条件

で あ るが,顧 客 の ビ ジネ ス に どれ だ け深 い知 識 が

あ るか が 業者 選 定 の際 重 視 され る よ うに な っ て き

て お り,ま た,業 務 全 てを そ っ く りそ の ま ま委 託

す る の で は な く一 部 だ け を 委 託 す る方 法 が 増 加 し

て い て,ア ウ トソー シ ン グの 見 直 し傾 向 が 現 れ て

い る。DECは 顧 客 の あ る特 定 の 部 分 的 な 業 務

(マ ネ ジ メ ン ト評 価,ソ フ ト登 録 管 理)な どを 請

け 負 う 「モ ジ ュー ル式 ア ウ トソー シ ング」 を 販 売

して い る。

あ り,ク リン トン政 府 の電 気 通 信 イ ン フ ラス トラ

クチ ャ整 備 へ の情 熱 と合 わ せ ,日 本 の 状況 を睨 み

な が ら の開 発 が 注 目され る。

・PCのOSで あ るMicrosoftのWindowsNTの

機 能 に 大 きな期 待 が 集 ま って い るが,こ れ は ア メ

リカの ソフ トウ ェア開 発 企 業 に と って 大 きな チ ャ

ンス と い う意 味 もあ る。 日本 の ソ フ トウ ェア企 業

に はWindows用 ソフ トの開 発 経 験 が 無 く ,開 発

経 験 の あ る ア メ リカ の企 業 が 日本 の ソフ トウ ェ ア

市 場 に進 出す る絶 好 の機 会 で あ るた め で あ る。

・PCの 通信販売で大きく成長 したDell社 がつい

に日本に上陸 し,PCの 価格競争に参入 してきた。

De11社 は店舗を持たず通信販売に徹することに

よってコス トを減 らし,IBMな どの大手企業との

大きな価格差を武器に売上を伸ばしてきた会社で

ある。PCは メインフレームと違い,シ ステムと

して販売されるのではなく,ハ ー ドウェア単体と

して販売されるため,む しろ家電製品に近い。今

後各社がどのような価格戦略を採るか興味深い。

・1992年11月
,ア メ リカ で初 め て 全 国規 模 でIS

DN(狭 帯 域ISDN:N-ISDN)が 可能 で

あ る こ とを 示 す デ モ が 実 演 され た。LANが 発 達

して い るア メ リカで は,N-ISDNはLAN間

接 続 に需 要 が あ る と考 え られ て い るが,長 距 離 通

信 市 場 で の激 しい競 争 の結 果 高 速 デ ィ ジ タル伝 送

サ ー ビ スが 進 展 した た め,今 とな って はN-IS

DNへ の 需 要 は そ れ ほ ど 目立 た な い。 む しろ広 帯

域ISDN(B-ISDN)構 築 へ の動 きが 急 で

〈ヨー ロ ッパ 〉

英 ・独 ・仏 ・伊 ・西 の5ヵ 国 の電 気 通 信 事 業 者

は,汎 欧 国 際 専 用 線(GlobalEuropeanNetwo-

rk:GEN)の 構 築 を 計画 して お り,1993年2月 に

提供 開始 の予 定 で あ る。 従 来 は 申 し込 ん で か ら利

用 で き る よ うにな る まで 最 低3ヵ 月 は待 た なけ れ

ば な らな か った が,GENが 実 現す れ ば 申込 み か

らわ ず か1時 間 で利 用 可能 に な る。 しか も ,必 要

な だ け の 帯域 幅 を1～2時 間 と い う極 め て短 い 時

間 で も利 用 で きる。 ヨー ロ ッパ で は さ らに次 世 代

の 汎欧 ネ ッ トワー クで あ るMetranの 構 築 に 向 け

動 き始 め てお り,現 在26カ 国 の 事業 者 が 合 意 して

い る。

、
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カード社会とセキュリティ意識

日本発条株式会社

新事業推進本部

主任 菅原 嗣高

最 初 に会 社 の紹 介 を させ て い た だ き ます 。 日本

発条 とい い ます 。 「ハ ッ ジ ョウ」 と は 広 辞 苑 に よ

ります と 「ぜ ん まい 。 ばね 」 とあ ります 。 文 字 通

り,大 き い も のか ら髪 の 毛 よ り細 い もの まで様 々

な ぽ ね を作 って お り,「 ニ ッパ ツ 」 の 愛 称 で 親 し

ん で い た だ い て お りま す。 主 な製 品 と して は 自動

車 やOA機 器 用 の ス プ リン グ,車 や 列 車 の シ ー ト

(座席),プ ラ ン トな どの配 管 支 持 装 置 や 立 体 駐

車 装置 な どで,人 や 物 を縁 の下 で 優 し く支 えて お

ります 。 情 報 処 理 の 業 界 で は ま だ あ ま りな じみ の

な い弊 社 で は あ ります が,昨 今 の物 作 り企 業 の 例

に漏 れず 様 々な もの を作 って お ります 。 た と えば

ハ ー ドデ ィス クの ヘ ッ ド用 サ ス ペ ンシ ョ ンや プ リ

ンタ ー のヘ ッ ド,大 型 コ ン ピ ェ ー タの 冷 却 板等 の

部 品 は 主 力製 品 です し,ア ン テ ナや 磁 気 カ ー ドの

リー ダー ライ ター,ま た,ア クセ ス コ ン トロー ル

な どそ れ らを 利 用 した シス テ ム も手 掛 け て お りま

す 。 カ ー ドの機 器 や シ ステ ムに は セ キ ュ リテ ィの

機 能 が必 要 と な りま す 。 これ が 弊 社 と セ キ ュ リ

テ ィとの 出会 い で あ り,協 会 に参 加 させ て い ただ

いた き っか け で も あ ります 。 今 で は 偽 造 防 止等 を

中心に様々なセキュリティ関連製品の開発や商品

化を行っております。

さて,個 人の信用をバ ックボーンとしたスマー

トなキャッシュレスの道具 として1950年 米国で誕

生 したクレジットカードは,そ の後急速に拡大 し

続け,イ ンターナショナルなものでは1991年 の発

行枚数が5億2千 万枚という膨大なものに成長し

てお ります。また,わ が国においてもカー ド化の

波はクレジヅ トカー ドのみな らず銀行のキャッ

シュカー ドや各種プリペイ ドカードを次々に生み

出し,そ の発行枚数 も1991年 の実績ではクレジッ

トか ドが約2億 枚,キ ャ。シュカー ドカミ約2億

4千 万枚,テ レホンカード等のプリペイ ドカー ド

が正確には分かりませんが10億 枚を超えているい

るとの調査結果もあ ります。今 日のように情報化

が進展 してきますと,旧 来の現金や物の交換 とい

う取引の形態から電子情報による取引のシステム

へとますます移行することになると思いますが,

本人確認とデータ入力のユーザーインタフェース

としてのカー ドは今後も普及 し続け,ま たその役

割も重要なものになってくると思います。しかし
一方では ,連 日マスコミに取 り上げられるほど不

正使用や偽造等の事件も多発してお り,社 会問題

化しているのも事実です。

情報化社会の健全な維持と運営のためには,こ

れらの犯罪を防止 してい くことが必要不可欠であ

り,現 に多くの対策が実施されてはいますが十分

とは言えません。特に 「水 と安全はただ」という

幸せな文化風土を持つわが国のセキュリティに対

する意識は低 く,ソ フ トウェアのコピーに代表さ

れる著作権に対する低い認識とともに国際社会で

通用するものではあ りません。現に欧米か らの

様々な要求や犯罪の国際化,新 しいシステムに対

する法の不整備等から対応を迫 られてお ります。

また今後は,小 さいころからコンピュータに慣れ

親 しみ情報文化に精通 した人々の比率が急速に増

加し,パ ソコン通信やネ ットワーク化がより普及

する時代になることは明白な事実であ り,ハ ッ

カーや偽造オタク等の人種が質量共に増えて くる

ことも欧米の例を見るまでもなく考えられます。



この よ うな環 境 下 で,財 貨 や プ ライ バ シ ー等 の機

密 を 取 り扱 うシ ス テ ムに 十 分 な セ キ ュ リテ ィ対策

を 施 さな い と い うこ とは,現 金 や機 密 書類 を鍵 の

掛 か らな い 引 出 しに 入 れ て お く よ うな もの で,防

ぎ得 る犯 罪 を 誘 発 す る とい う社 会 的 責任 の 問題 に

もな るの で は な い で し ょ うか。 少 な く と も,犯 罪

や 不 祥 事 の発 生 が 現 時点 で の 「こそ 泥 」 や 「企 業

内 の ち ょ っ と した紛 失 」 程 度 の頻 度 にな る可 能 性

は 十 分 に 考 え られ ます 。

これ に対 して セ キ ュ リテ ィを 確 保 す る手 段 と し

て は,

・信 用 照 会 や 教 育 な どの 運 用 面
。

・暗 号 化 や 相 互 認 証
,階 層 化 や パ ス ワー ドに よ

る ア クセ ス管 理 等 の どち らか とい う とデ ー タ

自身 や デ ー タの 通 信 に 関 わ る電 子 的 な もの。

・中 の プ ロ グ ラ ムが 読 み 出 せ な いICチ
ップ等

の 機 器 の セ キ ュ リテ ィを守 る ハ ー ド的 な もの。

・カー ドシス テ ムの場 合
,こ れ ら に加 え て磁 気

ス トライ プの保 磁 力 や イ ン ク の材 質 ,印 刷 技

術 な どの物 理 的 な もの。

に 大 き く分 け られ ま す。 また,そ れ ぞ れ が 連 携 し

よ り強 力 な もの に な っ て い ます が,前 述 の カ ー ド

犯 罪 や 市 販 ソフ トの コ ピー,プ ロテ ク トされ たI

Cの 解 読 等,一 般 ユ ーザ ーか ら プ ロの 偽造 集 団 ま

で レベ ル の差 は ま ち ま ちで す が,現 実 に は 問題 は

多 発 して い ます 。 特 に ク ロ ーズ され た シス テ ム で

対 策 コ ス トも十 分 に か け られ る もの は 良 い の です

が,大 量 に 使 用 され て い る フ ロ ヅ ピ ィデ ィス クや

テ レホ ン カ ー ド,ク レジ ッ トカー ドの よ うにす で

に イ ン フ ラが整 備 され た もの は,互 換 性 や 対 策 コ

ス トの 面 か ら対 応 に 苦慮 され て い るの が 現 状 で は

な い で し ょ うか。 私 共 が携 わ って い る物 理 的 な セ

キ ュ リテ ィの面 で も,す で に設 置 され た シス テ ム

へ の取 り入 れ に要 す る コス トは 大 きな 障害 に な っ

て い ます 。 とは い え,新 規 に 導 入 され る ものや 被

害 が 甚 大 な シ ス テ ム,ま た 企 業 責 任 上 セ キ ュ リ

テ ィを 確 保 しな け れ ば な らな い よ うな シス テ ム は

十 分 な 対 策 を 織 り込 まな け れ ば な りま せ ん。 いた

ち ご っ こ と言 わ れ て い る カー ドの偽 造 に して も,

そ の 防 止策 は,一 世 代 前 の 「か ら く り」 が 判 れ ば

簡単に偽造できたり真偽の判別が出来に くかった

ものか ら,偽 造できにくく簡単に判別ができ同時

にコー ド認識できるものなど進化しているのも事

実です。

別の観点からみますと,い かにセキュリティ意

識の低い現状とはいえ,守 るに値するシステムを

構築する担当の方々は,そ れに対する犯罪が発生

した場合の有形無形の損害や影響の大きさはすで

に十分認識されていることだ と思いますが,セ

キュリティ対策は導入にコス トがかかった り使い

勝手が悪 くなったりし,ま た無 くてもシステムが

働かないわけではないのでついつい疎かになった

り,ま た導入 しようと思っても何をどの程度実施

したら良いのか見当もつかないというのが実態で

はないでしょうか。 したがって,す でにある電子

計算機システム安全対策基準だけでなく,予 想さ

れる犯罪から守るべき情報等のレベルによって実

施すべきセキュリティ対策のガイ ドライン的なも

のが必要になるのではないでしょうか。

これに対する問題点は多々あると思いますが,

たとえばセキュリティ対策のレベルを設定するの

は容易なことではあ りません。暗号等はまだ学術

的にも標準化の面でもある程度確立されているほ

うだと思いますが,偽 造防止手段をは じめとする

物理的なセキュリティ性の レベルを設定すること

は難問の1つ です。現状では,米 国の著名ないく

つかのシンクタンクが評価 プログラムを持ってお

りますが,基 本的には偽造を行 ってみるというも

のです。実際的ではあ りますが個々のレベル差も

あるで しょうし,標 準的な評価システムとは言い

難いようです。 とはいえ,こ のような分野でも

人々に信頼されるシステムの構築のためには,セ

キュリティ意識の向上 とともに指針となるガイ ド

ラインの設定や標準化は必要なことだと思しトます。

セキュリティを標準化することは犯罪者側を利す

ることも事実でしょうが,た とえ内容が判明して

も不正や偽造が実施できないものが優れたセキュ

リテ ィと言えます。弊社 も,メ ーカーとして情報

化社会を水面下でしなやかに支える一助となるよ

う微力を尽 くしたいと思います。一
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各部 ・センター活動状況

媛 撫 燦 総 務 部 ㊨ 穀 籔 麹轡 繕 開発 研 究 室 ◎ ● ●

賛助会員研究会の開催

当協会の各種の事業成果や情報処理分野のタイ

ムリーな話題を取 り上げ,協 会賛助会員を中心に

ご紹介する賛助会員研究会を今期 も引き続 き次の

とおり開催 しました。

第7回(12月10日)

テーマ 電子取引の法的問題点

講 師 高取 敏夫(当 協会産業情報化推進セ

ンターシステム調査 ・支援課長)

参加者138名

第8回(2月10日)

テーマ 遠隔情報 システムの動向と課題

講 師 都丸 敬介(㈱ 日立テレコムテクノロ

ジー取締役技師長)

田村 武志(㈱ ハローヶイディディ

営業開発部システム課長)

井上 哲夫(㈱ エデユコジャパ ン代表

取締役)

参加者32名

第9回(2月22日)

テーマ マルチメディアの効果と米国における

ビジネス分野への適用

講 師Dr.johnN.Latta(4thWave社 社長)

参加者51名

第10回(3月2日)

テーマ 産業の国際協力とIT(情 報技術)

講 師 増田 裕司(東 京経済大学経済学部

教授)

参加老15名

1、 平 成4年 度 事 業 報 告

(1)リ ア ル タ イ ム シス テ ム の ソフ トウ ェア の安 全

性 に 関 す る調 査 研 究

コ ン ピ ュー タ シ ステ ムの ハ ー ドウ ェア の 安全 性

に関 して は,こ れ まで に 対 策 技術 や使 用 実 績 ・経

験 の蓄 積 が あ るの で,今 後 コ ン ピ ュー タ シ ス テ ム

の安 全 性 を 確 保 す るに は,ソ フ トウ ェア に よる安

全 性 の確 保 お よび ソ フ トウ ェア 自体 の安 全 性 の 向

上 が 重 要 に な って い ます 。

この よ うな 状 況 か ら,平 成3年 度 よ り2年 計 画

で,特 に 制 御 系 の シス テ ムを 中心 に リアル タ イ ム

シ ス テ ムに お け る安 全性 の 問 題 を 取 り上 げ,「 ソ

フ トウ ェ ア安 全 性 調 査 研 究 ワー キ ング グル ー プ」

を 設 け て,調 査 研 究 を 行 って き ま した 。

平 成4年 度 で は,ソ フ トウ ェア の安 全 性 に関 す

る国 際 規 格 案ISO/IECJTCI/SC7Ngl7:「 産 業

用 安 全 関 連 シ ス テ ム の 分 野 で 利 用 さ れ る コ ン

ピュ ー タ用 ソ フ トウ ェア 」 の 規 定 内 容(要 求 事

項)に つ い て検 討 す る とと も に解 説 を 作 成 し ま し

た 。

また,鉄 道,航 空 宇 宙,原 子 力 発 電 の 分 野 に お

け る ソフ トウ ェア安 全 性 規 格(ま た は 規 格 案)と

国 際規 格 案 と の規 定 内容 の比 較 評 価 を 行 い ま した。

い ずれ の規 格 で も ソフ トウ ェアの 安 全 性 を よ り向

上 さ せ る た め に,今 後,安 全 性 の 求 め られ る ソフ

トウ ェア の 開発 では,安 全 性 を 証 明 す るた め の形

式 的 ソフ トウ ェア開 発 法 と ソ フ トウ ェ ア構 成 管 理

の採 用 を推 奨 して い ます 。

詳 細 は本 号rJIPDECREPORT」 欄 を ご覧 下 さ

い。
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② グ ルー プ ワー ク支 援 シス テ ム の 研 究 開 発

近 年,ワ ー ク ス テ ー シ ョ ンや パ ー ソ ナ ル コ ン

ピ ュ ー タの 急 速 な 普 及 と と もに ,ロ ー カ ル エ リア

ネ ッ トワー クや広 域 ネ ッ トワー ク等 を介 して地 理

的,時 間 的 に 離 れ て い る利 用 者 を 互 い に 結 び 付

け,ソ フ トウ ェアや 情 報 等 の リソ ー スを 交 換 し利

用 す る よ うに な っ て き てい ます 。

ま た,伝 達 ・調 整 ・合 意 とい った グル ープ の協

調 作 業 や 会 議 ・レビ ュ ー ・協 同執 筆 等 の協 同作 業

に ネ ッ トワ ー ク と ワー クス テ ー シ ョ ンを活 用 す る

考 え 方 が 提 案 され,人 間性 に もとつ くグル ー プ活

動 と論理 性 に も とつ く情 報 技 術 との 共 存 を 実 現 す

る技 術 の 開発 が要 請 され る よ うに な って き ま した 。

こ の よ うな状 況 の も とに,平 成3年 度 よ り2年

間 に わ た って,グ ル ー プの 協調 作 業 を コ ン ピ ュー

タを 用 い て 支 援 す るた め の情 報 シ ス テ ム の研 究 開

発 を 実施 し ま した。

実 施 に 当 た って は,グ ル ー プ ワー ク支 援 シス テ

ム に 関す る調 査 研 究 ワー キ ン グ グル ープ(主 査:

斎 藤 信 男 慶 鷹 義 塾 大 学 環 境情 報学 部 教 授)

を 設 置 し,協 調 支 援 の モ デ ル,協 調 作 業 を 支援 す

るた め の コ ン ピ ュ ー タ基 盤技 術,分 散 開発 技 術,

事 例 等 に つ い て 幅広 く検 討 しま した 。 この 成 果 は

「グル ー プ ワ ー ク支 援 シ ス テ ム の 研 究 開 発 報 告

書 」 と して取 りま とめ る と と もに,3月12日 に 先

進 情 報 技 術 シ ンポ ジ ウ ム 「ソフ トウ ェ ア開発 と グ

ル ー プ ウ ェア」 を開 催 し,成 果 の 公表 を行 い ま し

た 。

詳 細 は 本 号rJIPDECREPORT」 欄 を ご覧 下 さ

い 。

2.平 成5年 度 事 業 計 画

ビ ジ ュア ル イ ン タ フ ェー スの 開 発 研 究

ビジ ュアル イ ン タ フ ェース(ソ フ トウ ェア)は

これ まで の コン ピ ュ ー タ利用 環境 を一 歩 進 めた も

の と して,そ の 動 向 が 注 目さ れ て い ま す 。 しか

し,現 状 で は これ を 容 易 に 活 用 す るた め の技 術 や

ツ ール が 十 分 に 整 備 され て い な い ため ,本 格 的 な

実 用 に は 至 って い ませ ん。

この た め,平 成5年 度 よ り2年 計 画 で ,ビ ジ ュ

アル イ ン タ フ ェー ス に関 す る技 術 動 向 の 調査 を行

う と と もに,そ の利 用 ツ ール に つ い て 実験 的 な プ

ロ トタ イ プ シ ス テ ムを 開 発 研 究 し ,ビ ジ ュアル イ

ンタ フ ェー ス利 用 上 の 指 針 を作 成 します 。 初 年 度

に あた る平 成5年 度 で は,3次 元 画 像 処 理 技 法 を

含 む ビ ジ ュ アル イ ン タフ ェー スに つ い て 先 端 的 技

術 や応 用 シス テ ムの調 査 を行 うと と もに,プ ロ ト

タイ プ シ ス テ ム の基 本 設 計 を 行 い ます 。

● ● 情報セキュリティ対策室 ● ●

1.シ ステム監査の普及啓蒙活動

わが国では,シ ステム監査の普及率が未だに低

く,情 報化社会の安定化のためには早急な普及定

着が望まれます。このような観点から,平 成4年

度は,普 及啓蒙活動の一環として,社 内のシステ

ム監査体制を整えようとする企業の参考に資する

ため 「システム監査規程(モ デル)」を作成 しまし

た。

5年 度は,さ らにこのモデルを参考に して自社

で規程を作成するのを支援するため ,「システム

監査規程(モ デル)」 の内容をわか りやす く解説'

する予定です。

2.シ ステム監査白書の刊行

システム監査学会と共同編集で ,シ ステム監査

白書1993-94を 本年6月 頃に刊行 します。

3.シ ステム監査普及状況調査

平成4年 度はわが国におけるシステム監査普及一



状 況 を把 握 す るた め,監 査 部 門,被 監 査 部 門 の 双

方 に対 して ア ン ケ ー ト調 査 を 実 施 し ま した 。 ま

た,情 報 セ キ ュ リテ ィの現 状 お よび 問 題 点 を 把 握

す るた め,情 報 シ ス テ ム部 門 を 対 象 と した ア ン

ケ ー ト調査 も実 施 しま した。

(調査 項 目)

シス テ ム 監査 普 及 状 況 調 査

監 査 部 門

・シス テ ム監査 一般

・監 査 体制

・平 成3年 度 の シス テ ム監査 の実 施

・シ ス テ ム監 査 未 実 施 の 理 由

・シ ス テ ム監 査 実 施 の 可 能性

・シ ス テ ム監 査 普 及 定 着 の 方 策

被 監査 部 門

・シ ス テ ム監 査 一 般

・平 成3年 度 の シ ス テ ム監 査 の実 施

・シ ス テ ム監 査 の あ り方

・シ ス テ ム監 査 普 及 定 着 の方 策

・ドキ ュ メ ンテ ー シ ョ ン

・リス ク分析

情 報 セ キ ュ リテ ィに 関 す る調 査

・コ ン ピ ュー タ シス テ ムの安 全 対 策

・ア ク セ ス コ ン トロー ル

・コ ン ピ ュー タ ウイ ル ス

・外 注 管 理

・シス テ ム監 査

本年 度 も引 き続 き,情 報 セ キ ュ リテ ィに 関 して

ア ン ケー ト調 査 を実 施 します 。

門および地域部門に分け,ハ ー ドウェア,ソ フト

ウェア,通 信能力の3分 野の装備状況の指標化に

ついて,「情報化総合指標調査研究委員会」(委 員

長:廣 松 毅 東京大学先端科学技術センター教

授)を 設置 して検討を進め,こ れらの指標(13)を

作成 し,わ が国の産業情報化 と地域情報化の現状

把握と将来予測を行いました。

その結果,1990年 の実測値を1985年 と比べてみ

ると,全 産業 において,ハ ー ドウェア,ソ フ ト

ウェア,通 信能力の各装備率は,そ れぞれ82.

5%,80.9%,133.3%上 昇 しています。 これを産

業別にみると,ハ ー ドウェア,ソ フトウェアの分

野では三次産業が全産業平均を上回 っています

が,通 信能力では二次産業が全産業平均を上回っ

ています。

また,最 近のダウンサイジング等の変化が情報

化の進展に大 きな影響を及ぼ しつつあることか

ら,パ ーソナルコンピュータ,ワ ークステーショ

ンなどの利用状況等指標化に必要な基礎データの

収集および整備を進めました。

平成5年 度は,従 来の3分 野の指標の作成に加

えて,上 記のたとえばパソコンの普及状況に関す

るデータの利用等,情 報化の実勢を把握できる新

しい指標の開発に向けて具体的な検討を進めます。

また,特 定分野の情報化指標(副 指標)と し

て,地 方自治体が行 う地域の行政サービスを情報

化指標の対象 として取 り上げ,13と 同様の手法で

指標を作成 し,情 報化の現状と将来動向について

分析を行います。
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● ● ● 調 査 部 ● ●●

1情 報化総合指標(13)の 作成に関する調査研

究

1986年 よりわが国の情報化の進展度を産業部

2.コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー 動 向調 査

わ が 国 の コ ン ピ ュー タ お よび オ ン ライ ン シス テ

ム の利 用 状 況 を把 握 す るた め,コ ン ピ ュ ー タユ ー

ザ ー約4,500社 を対 象 と して,「 コ ン ピ ュ ー タ利 用

状 況/オ ン ライ ン化 調 査 」 を実 施 しま した 。

{
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コ ン ピ ュー タ利 用状 況 で は ,コ ン ピ ュー タ シ ス

テ ムの運 用 経 費 お よび5年 後 の 予 想 規 模 ,シ ス テ

ム事 故 ・障 害 ,安 全 対 策 な ど18項 目,オ ン ライ ン

化 調 査 に つ い ては,オ ン ライ ン シス テ ム形 態 の現

状 と予 定,通 信 回 線 お よび 国際 通 信 サ ー ビス の利

用 状 況 と5年 後 の 予定 等12項 目につ いて そ れ ぞ れ

調査 を実 施 しま した。

調 査 結 果 は 次 の通 りです 。

コンピュータ利用状況/オ ンライン化調査概要

平成4年 度

調査票発送数
有効回収数
同上回収率
内,オンライン事業体回収数

4,522

970

21.5%

879

1社 当た り,平 均従業員数(人) 1,948

1社 当 た り,コ ン ピ ュー タ部 門

月 間 運 用 経 費(千 円) 95,429

従 業 員1人 当 た り,コ ン ピ ュー
タ部 門 月 間運 用経 費 48.6

1社 当 た り,平 均 月商(百 万 円) 12,878

1社 当 た り,コ ン ピ ュー タ部 門

月 間 運 用 経 費 対 月 商 比 平 均

(×1/1000) 7.11

さ らに,地 方 自治 体 の 行政 サ ー ビス分 野 の コ ン

ピ ュー タ利 用 に つ い て ,平 成3年 度 に 引 続 き 「通

信 回線 利 用 状 況 調 査 」 を全 国 よ り抽 出 した 約500

の 自治 体 を 対 象 に調 査 を 実 施 しま した。

平 成5年 度 は,「 コ ン ピ ュー タ利 用 状 況/オ ン

ライ ン化 調 査 」 を 継 続 して 実 施 す る た め に ,特

に,最 近 に お け る ダ ウ ンサ イ ジ ング ,オ ー プ ン シ

ス テ ム ,エ ン ドユ ーザ ー ・コ ン ピュ ーテ ィ ン グな

ど情 報 化 の新 しい動 向 を明 確 に す るた め,こ れ ま

での 調 査 方 法,調 査 内 容 等 の 見 直 しを進 め ます 。

な お,調 査結 果 お よび デ ータ等 につ い て,有 効

的 な利 用 を 図 る た め の検 討 を行 い ます 。

3.情 報化と社会制度等に関する調査研究

人間や社会をとりまく情報化の環境が ,現 在ど

のような実態にあ り,ど のような課題を抱えてい

るか.社 会の仕組みの観点から,そ の解決を図る

ためには何をなすべきか。以 上のような問題意識

に基づき3ヵ 年にわたって実施してきた本調査研

究の最終成果がまとま りま した。報告書は ,概

略,次 の内容で構成 されています。

(1)人 間や社会と情報化との関係を,① 社会の情

報化環境一地球環境,国 際問題,産 業経済や生

活等の社会環境に情報化が及ぼした影響,② 人

間と情報化環境一情報化が人間の行動や意識に

及ぼした影響,③ 情報化社会の光と影一情報化

の功罪,の3点 から考察 し,現 況と課題を体系

的に整理 しました。

(2)各 分野における情報化の進展状況と取 り組み

課題を,① 快適 ・安全 と情報化一建設施設,セ

キュリティ,保 険業務,② 情報化を推進す る

ツールー就労環境としてのサテライ ト・オフィ

ス,地 域に根付 くCATV ,ト レーニングツー

ルとしてのマルチメディア,③ 情報化の展望と

課題一近未来のパーソナル情報化,ハ イパ ー

ネ ットワークの構築,社 会基盤としての行政情

報化の課題,の3区 分9分 野の事例 としてまと

めました。

(3)情 報化の環境を検証 してきたこれまでの成果

を踏まえて,課 題と対策を取 りまとめました。'

4.情 報 化 白書1993年 版 の編 集
も

現在,「情報化白書1993年 版」の編集作業を急

ピッチで進めています。

情報化白書は,総 論と各論の2本 柱で構成 され

ています。

総論は,情 報産業に関わる人び とだけではな

く,一 般の読者にもわかる読み物として,情 報化一



の背景,現 状,課 題のなかからテーマを設定 し,

その年の情報化の トレンドを織 りまぜながら解説

していきます。

93年版の総論テーマは,r情 報化の潮流の変化

と展望』です。

近年の政治 ・経済 ・社会すべての面で起きてい

る ドラスティヅクな変化は,情 報化と密接な関わ

りをもつ一方,情 報化自体に多大なインパ クトを

与えています。その結果,情 報化の多くの側面に

おいて,今,大 きな変化が起きつつあ り,ま た,

同時に新 しい課題 も出てきています。

93年版の総論では,こ の点に着眼 し,情 報化の

どの領域で どんな変化が起 きつつあるのか,ま

た,起 きようとしているのかを明らかにし,情 報

化を取 り巻 く環境および情報化自体が迎えている

新 しい段階を,6つ の分野から解説 します。

①国際動向と情報化

②国内動向と情報化

③産業の情報化

④家庭 ・地域 ・社会の情報化

⑤教育 ・人材育成と情報化

⑥新技術の開発と情報化

また,各 論は,「情報化編」,「 情報産業編」,

「環境 ・基盤整備編」,「国際編」および 「データ

編」で,そ れぞれの項目において,最 近1年 間で

特に話題になっているテーマおよびデータを中心

に,最 新の動向をとりまとめています。

発行は,5月 下旬の予定です。

5.情 報 化 に 関 す る海 外 向 け 広 報

わ が 国 の情 報 化 の 実 情 を 海 外 に 広 報 す るた め,

英 文 誌rJapanComputerQuarterly」 を 年4回 発

行 し,海 外 の政 府 機 関,情 報 処 理 関 連 企 業,在 日

外 国 大 使館 等 に送 付 します 。

1月 に は 以下 の テ ー マ でNo.92を 発 行 し ま した。

No.92日 本 の ハイ パ ー メデ ィア

・総 論

・ハ イパ ー メデ ィ アの 事 例紹 介

(1)イ ンテ リジ ェン ト ・パ ッ ド

(2)エ ドミ ック ス

・ハ イ パ ー メ デ ィア の新 しい 動 き

(1)情 報編 集 技 術

(2)大 規模 知識

No.93は 第 五 世 代 コ ン ピ ュ ー タ 開 発 の 成 果 を

テ ー マ に,現 在,原 稿 依 頼 作 業 を進 め て い ます 。

6.コ ンピュータ ・トップセ ミナーの開催

政府各省庁の幹部を対象に,わ が国情報化の現

状および課題をご理解いただき,行 政に反映させ

ていただ くことを目的として,夏 ・冬の年2回,

㈱ 日本電子工業振興協会と共催で標記セ ミナーを

実施しました。

カリキュラム

パソコンを利用 したコンピュータ実習

情報化をめぐる各分野の専門家の講演

コンピュータメーカー社長の講話

先進的な情報システムの事例見学および講義

実施状況

第1回 開催 日 平成4年8月26日 ～28日

参加者数19省 庁19名

第2回 開催 日 平成5年1月27日 ～29日

参加者数19省 庁19名

7.J|PDECジ ャーナルの編集 ・発行

当協会の活動状況や政府関連施策等の紹介 ・解

説を中心に編集した広報誌rJIPDECジ ャー

ナル」を発行し,賛 助会員,政 府各省庁,関 係団

体,公 立図書館,大 学図書館等へ配布 しました。

各号の主な内容は次のとお りです。,

78号 ・新情報処理技術に関する総合的調査研究

'

,

←

》

↓



・情報処理技術者試験制度の現状 と課題

・新局面を迎える情報化

一1992年 情報化白書 「総論」抜粋一

79号 ・EDICOM'92

・リスク分析－JRAMの 概念

80号 ・産業構造審議会情報産業部会 ・情報化人

材対策小委員会中間報告について

・ 「アメリカにおける情報 ・通信技術の進

展 と企業経営のインパク ト」

一平成4年 度情報化国際講演 ・討論会

講演抄録一

8.「 四 次 元 コ ン ピ ュー タ」 の編 集 ・発 行

通 商 産 業 省 で は,平 成 元 年 度 か らr柔 らか な情

報 処 理 』 と 『超 並 列 超 分 散処 理 』 を キ ー コ ンセ プ

トに,新 しい情 報処 理技 術 体 系 につ い て調 査 研 究

に取 り組 ん で き ま した。 そ の 結 果 ,平 成4年 度 よ

り四 次 元 コ ン ピ ュ ー タ(リ ア ル ワ ー ル ド コ ン

ピ ュ ー テ ィ ン グ:RWC)開 発 プ ログ ラムが 開始

され ま した 。

当協 会 で は,多 くの方 々 に この 基 礎 的 ・革新 的

技 術 で あ るRWCに つ いて 認 識 を深 め て い た だ く

た め に,RWCの 概 念 お よび技 術 開発 の概 要 をわ

か りや す く解 説 した 「四次 元 コ ン ピ ュー タ ー リア

ル ワー ル ドコ ン ピ ュー テ ィ ング(RWC)一 」 を

作 成 し,刊 行 しま した 。

入 手 方 法 等,詳 し くは 当 協会 調査 部 普 及 振 興 課

まで ご連 絡 くだ さい。

9.協 会成果物の配布 ・頒布

当協会が実施している各種事業の成果を取 りま

とめた報告書や資料を一般に周知するとともに ,

ご要望に応 じて配布 ・頒布活動を行いました。

10.資 料 室 の 運 営 ・整 備

当協会が収集 した各種資料や協会の成果物等を

整備し,事 業活動の便に供 しました。なお,協 会

の成果物については ,配 布 ・頒布のほかに閲覧 ・

貸出を通 じて一般からの利用のご要望に応えまし

た。

● マイコンシステム技術者試験部 ●

平 成4年11月15日 に 全 国9都 市 で行 わ れ た 第8

回 マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ応 用 シ ス テ ム開 発 技 術者

試 験 の 中級 の合 格 者 を 平 成5年2月12日 に発 表 し

ま した 。

今 回 の 中級 試験 は応 募者1,808人,受 験 者1,288

人,合 格 者146人 で 合 格 者 の 平 均 年 齢 は29才 で し

た。

勤 務 先 別 の 合 格 者 を み る と,一 般 製 造 業(注)

が30人 で 合 格 者 全体 の20 .0%を 占 め,つ いで シス

テ ム ハ ウス28人(19.2%) ,電 算 機 ・半 導 体 製 造

業 また は販 売 企 業27人(18。5%)の 順 とな って い

ます 。 また,合 格 率 で み る と学 校 ・研 究 機 関 が

18.5%(受 験 者27人 中合 格 者5人) ,つ い で シ ス

テ ム ハ ウス15.3%(183人 中28人) ,電 算 機 ・半 導

体 製 造 また は販 売企 業(229人 中27人)と な って い

ます。

合 格 者 を従 事 して い る業 務 別 に み る と,研 究 ・

開 発 業 務 に 携 わ る者 が92人 で 合 格 者 全 体 の63 .0%

を 占め,つ い で 情 報処 理 関 係業 務 が26人(17 .8%)

とな って い ます。

所 有 して い る資 格 別 の合 格 者 をみ る と ,第1種

情 報 処 理 技 術 者 試 験 に 合 格 して い る受験 者 が65人

で 全 合 格 者 数 の44.5%を 占 め て い ます 。 また,第

2種 情 報処 理 技術 者 試 験 に合 格 して い る受験 者 は

37人 で25.3%を 占 め て い ます 。 これ を 合格 率 でみ

る と第1種 情 報 処 理 技 術 者 試験 に合 格 して い る受

験 者 が25.7%に 対 して 第2種 情 報 処 理 技 術 者 試 験一



一1
に合 格 して い る受 験 者 は8.8%と な り両 者 の 間 に

は,か な りの開 きが あ ります 。

な お,平 成5年 度 の試 験 は初 級,中 級 と も11月

21日(日)に 昨 年度 と同様 全 国9都 市 で実 施 の予

定 です 。

(注)一 般 製 造 業:電 算 機 ・半 導体 製 造 ま た は

販 売 企 業,シ ス テ ムハ ウス,メ カ トロニ

クス 関連 企 業,情 報 処 理 サ ー ビス企 業 等

を 除 く製 造 業

1.平 成4年 度マイクロコンピュータ応用システム開発技術者試験合格者状況

初 級 中 級

回数 ・年度 応募者数 ⌒ 合格者数 合格率 応募者数 ⌒ 合格者数 合格率

第
-
回

昭和60年

(1985)

人

4,600

人
3,634

人

L779
(16)

%
49.0

人
一

人
一

人
一

%
　

第
2
回

昭和刷 年
(1986)

6,499 5,199 2,272
(32)

43.7 一 一 一 　

第
3
回

昭和62年

(1987)

7,883 6,023 1,194
(16)

19.8 2,594 2,013 245
(D

12.2

第
4
回

昭和63年
(1988)

7,793
(242)

5,671
(162)

904
(9)

15.9
(5.6)

2,007
(19)

1,466
(12)

146
(0)

10.0
(0,0)

第
5
回

平成元年
(1989)

6,523
(237)

4,868
(172)

902
(12)

18.5
(7.0)

1,439
(9)

1,013
(7)

117(
0)

11.5
(0,0)

第
6
回

平成2年(
1990)

6,975
(259)

5,122
(192)

1,946
(33>

38.0
(17.2)

正,585

(24)

L147
(16)

190
(3)

16.6
(18.8)

第
7
回

平成3年
(199D

7,032
(321)

5,117
(233)

L543
(29)

30.2

(12。4)

1,967
(21)

1,383
(11)

203
(2)

14.7
(18.2)

第
8
回

平成4年
(1992)

6,914
(338)

4,903
(228)

1,365(
30)

勿,8

(13.2)

1,808
(27)

1,288
(17)

146
(1)

11.3
(5,9)

合 計 54,219 40,537 11,905
(177)

29.4 11,400 8,310 1,047
(7)

12.6

}

}

}

ト

}

ー

ト

ソ～

}

ξ
.ー

誉

()内 は女性の人数(内 数)

2.年 齢

(平成4年 度)

『 嚇 編 合格者

平均年齢
微 23.5才 23.2才 25.7才

轍 28.4才 28.3才 29.0才

最年少
㎜ i5才 15才 16才

噸 18才 18才 ig才

最年長
搬 63才 63才 62才

轍 66才 66才 43才

(年齢は平成4年4月1日 現冶D



3.勤 務 先 別

(平成4年 度、

勤 務 先 鞠 区分 応募者 鋸 合格者 合格率

{D・
㎜ 888人 588人 236人 40.1%

又` 中級 325人 229人 27人 11.8%

{2}シ ステムハ ウス
初級 459 291 96 33.0

中級 245 183 28 15.3

(31メ カ トロニクス関連
縫

微 542 細 140 36.2

中級 237 175 17 9.7

〔4〕情報処理サービス
憐

初級 966 550 181 32.9

中級 339 221 21 9.5

〔5Ulトィ4以外の製造業
初級 860 655 260 39.7

中級 368 262 30
.

11.5

⑥ 〔1トィ5以外の企業 ・
団体

初級 518 351 1お 35.6

中級 ユ72 122 12 9.8

〔η 官 公 庁
搬 13 10 8 8α0

中級 1 0 0 『

㈲ 学校 ・研究機関
獺 65 46 21 45.7

中級 35 勿 5 18.5

〔91学 生 ・生徒
初級 21512 L968 289 14.7

中級 71 59 6 10.2

側 不 明 初級 91 57 9 15.8

中級 15 10 0 0.0一一.・-

合 計
初級 6,914 4,903 1,365 勿.8

中級 L808人 1,288 146 ll.3

4.従 事している業務別

(平成4年 度)

業 務 試験区分 応募者 撒 合格者 合格率

研究 ・開発
徽 2,133人 L503人 623人 41.5%

中級 1,056人 757人 92人 122%

情報処理
初級 1,036 590 203 鈎、4

中級 314 205 26 12.7

製 造
㎜ 512 鋤 105 28.9

中級 202 145 12 8.3

保守・サービス
初級 141 87 25

'28
.7

中級 34 22 1 4.5

営 業
初級 69 55 9 16.4

中級 18 14 1 7.1

調査 ・企画
微 30 19 4 21.1

轍 6 5 0 0.0

教 育
㎜ 73 48 26 54.2

中級 41 30 7 23.3

学生 ・生徒
搬 2,512 1,968 289 14.7

轍 71 59 6 10.2

そ の 他
搬 M4 227 74 326

噸 52 41 1 2.4

不 明
㎜ 図 43 7 16.3

轍 14 10 0 0.0

合 計
獺 6,914 4,903 1,365 27.8

中級 1,808 L288 146 IL3

5.経 験 年 数 別

ビ1・成4年 度1

経 験 年 数

経験なし

試験区分
i==

初級

応募者

3.667人

受験者
=・一=-

2.691人
一..・.....

178人

: 合格者

.一 一ー 一一

合格率
.一.一_

530人
.一^ .」 ・-一 一.

18人

19.7%
一 一・ 馳一 ,一.

10.1%
}.『一 『...-
1中 級

一ー ー一 _・

253人　「

1年未満
初級 951 図9 170 26.2

中級 lo8 70 4 5.7

1年 以上3年 未満
初級 Ll48 772 283 36.7

中級 357 250 22 8.8

3年 以上5年 未満
初級. 542 368 186 50.5

中級 379 276 32 11.6

5年 以上10年 未満
初級 439 297

『

15了 52.9

中級 572 410 50 12.2

正0年 以上
初級 56 43 25 58.1

中級 127 95 20 21.1

不 明

.一 皿

合 計

初級 111 83 14
'=.・ －L

O
－.....=二一}」

1,365

L『 國一

16.9

中級
一・」　

初級

12

6,914

⊃一.
4,903

一」一 一 一 　

0.0

27.8一

中級 1,808 L288 146 11.3

6.専 門 技 術

(平成4年 度)

専 門 技 術 『 蹴 購 合格⇒ 合格率

① バーFウ・ア技術者
搬 903人 661人 205人31.0%

轍 336人 244人 23人9.4%

② ルドウ・ア揃 技術者
㎜ 812 578 22238 .4

轍 430 321 4213 .1

③ ソ,トウ・ア鋤 技術者
微 断 618 カ51軋5

轍 510 362 441122

④ ソフトウ・ア技締緒
㎜ L319 763 η81路4・

噸 392 247 ∋1α9

小 計
初級 3,941 2,620 980已4

轍 L668 1,174 1⇒11.6

そ の 他
轍 2,631 2,051 聞31167

噸 110 91 81&8

不 明 襯 342 蹴 42い811

轍 30 23 21&7

合 計
微 6,914 4,903 L鵠 「 飢8

噸 L808 L2田 146いL3
(聯 編 は 応賭 自身による椴 癖 価㊧ く。)

し



● ● ● 開 発 部 ● ● ●

中立的公益機関の立場か ら広 く官公庁,団 体等

からの受託によ り,シ ステム導入や情報 ネ ット

ワーク構築等に関するコンサルテーション,情 報

処理 システムに関する技術調査またはシステムの

開発 ・運用を行いました。平成4年 度実施 した主

な事業は次のとお りです。 これ らの事業の多 く

は,内 容の改良等を含めて平成5年 度においても

継続する予定です。

・特許庁総合意匠システム等の開発

・第五世代 コンピュータ研究開発用ネットワー

クの開発 ・運用

・第五世代コンピュータに関する知識情報処理

システム等の開発支援

・流通データサービスの開発 ・運用

・新産業連関表作成システムの開発

・行政情報総合利用システムの調査研究

・揮発油販売業者管理システムの運用

・アルコール販売 ・需給管理システムの運用支

援

・石油情報システムの分析 と運用

・RWC(リ アル ワール ドコンピューテ ィン

グ)ネ ットワークの開発 ・運用

本業務は,技 術研究組合新情報処理開発機構

が実施する研究開発プロジェクトのためのインフ

ラス トラクチャの役割を果たすもので,平 成4年

度から着手しています。

● ●Al・ つアジィ振興センター ● ●

1人 工知能の技術と市場の動向に関する調査研

究

(1)Al利 用動向

企業経営 と意思決定,戦 略情報システム(SI

S)と 意 思決 定,意 思 決 定 支 援 シス テ ムの概 要 と

問題 点,意 思決 定 支 援 の事 例,AIの 意 思 決 定 支

援 へ の 適 用等 に つ い て調 査 研 究 を行 い ま した 。

(2)Al技 術 動 向

経 験 的 学 習,ニ ュ ー ラル ネ ッ トワー ク,モ テ ル

に基 づ く故 障 診 断,ORとAI,学 習 ツ ール等 の 主

要 な研 究 分 野 につ い て 内外 の研 究 動 向を 調 査 し ま

した 。 また,知 的 イ ンタ フ ェー ス につ いて 要 素 技

術,実 現 目標,評 価 基 準等 に つ い て調 査 しま した 。

2.音 声の知的処理に関する調査研究

音声認識,音 声理解,音 声対話技術等の研究動

向について昨年度に継続 して調査するとともに,

音声認識応用システムの研究開発の指針,将 来を

展望 した音声認識システムにおける知的処理技術

等の課題等について調査研究を行いました。

さらに 「研究用連続音声データベースの利用環

境に関する調査」を外部専門機関に委託 しました。

3.Alに 関する普及啓蒙

(1)A|講 演会の開催

管理者とビジネスマンのためのAI解 説 シリー

ズrAI講 演会jを 平成4年12月22日 に開催 しまし

た。

テーマ:知 的意思決定

講 師:石 崎 純夫氏

(2)公 設機関対象人工知能(AD技 術集会の開催

公設試験研究機関の職員を対象にAI技 術集会

を平成5年1月19日,20日 に開催 しました。

〔第1日 〕

・公設機関によるAI関 連事例研究発表

・特別講義 知的システム構築技術

講 師:寺 野 隆雄氏

〔第2日 〕

・エキスパー トシステムについての事例研究お

|
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よび構 築 実 習等

(3)ニ ュー ラル ネ ッ トワー ク とAlの 統 合 に 関 す

る 講 演 会 の 開催

ニ ュー ラル ネ ッ トワー ク とAIの 統 合 に 関 す る

講 演 会 を 平 成4年9月25日 に 開催 しま した。

テ ー マ:rAIの 将 来 像 と ニ ュ ー ラル ネ
ッ ト

ワー ク」 他

講 師:大 須 賀 節 雄 氏 他

(4)「A1セ ン タ ー だ よ り」 の 発 行

AIセ ンタ ー お よび 関 連機 関 の 活動 状 況 を紹 介

す るた め機 関 誌rAIセ ンタ ーだ よ り」 第23～26

号 を発 行 し,登 録 会 員 等 に配 布 しま した 。

(5)CESP教 育 シス テ ム の 開 発等

rCESP」 等 のAI関 連 国家 プ ロジ
ェク ト研

究成 果 のAIソ フ トウ ェア を産 業 界 に 普 及 す るた

め,CESP教 育 シス テ ムの 開 発 お よびCESP

普 及 シス テ ム(評 価 シス テ ム)開 発 に関 す る調 査

を行 い ま した。

(6)Al展 へ の 出 展

'92人 工 知 能(AI)展(平 成
4年7月7日 ～9日:

東 京 流 通 セ ンタ ー)でAIセ ン タ ー の活 動 概 要
,

第 五 世 代 コン ピュ ー タ開 発 プ ロ ジ ェ ク ト,人 工 知

能(AI)言 語CESPの 開発 状 況等 につ い て紹 介 し

ま した。

4.フ ァジィ技術の普及啓蒙

(|)フ ァジィ技術に関するシンポジウムの開催

日 時:平 成4年9月24日

テーマ:フ ァジィ技術と情報処理

講 師:高 木 友博氏 他

② ファジ ィ技術に関する講演会の開催

ファジィ技術の普及啓蒙を図るため各地で講演

会を開催 しました。

東京 平成4年7月24日

アーマ:フ ァジィ技術 とデータベース

講 師:宮 本 定 明氏 他

名 古屋 平 成5年1月22日

ア ーマ:フ ァジ ィ技 術 を応 用 したデ ー タベ ー

ス の現 状 と事 例

講 師:馬 場 元 秀 氏 他

大 阪 平成5年3月24日

ア ー マ:フ ァジ ィ技 術 を 応 用 した エ キ ス パ ー

トシス テ ムの 現状 と事 例

講 師:米 田 稔 民 地

(3)rFUZZYTREND」 の発 行

フ ァジ ィ技 術 の基 礎 ,応 用 事例,関 連 産 業 お よ

び 製 品化 の動 向,関 連 機 関 の活 動 状 況 な どを紹 介

す るた め,広 報 誌rFUZZYTREND」 を

発 行 し,賛 助 会 員 を 始 め 関 係機 関 等 に配 布 しま し

た。

(4)フ ァジ ィ技 術 に 関 す る小 冊 子 の作 成

フ ァ ジ ィ技 術 の 正 し い理 解 と普 及 の た め フ
ァ

ジn技 術 に 関す る小 冊 子 「フ ァジ ィ21の キ ー ワ ー

ド」 を 作 成 しま した 。

● ● 産業情報化推進センター ● ●

1.ビ ジネスプロトコルに関する検討

(1)電 子データ交換分科会の運営(通 商産業省か

らの受託)

平成3年 度から2年 間設置された 「オープンシ

ステム環境整備委員会」の標記分科会を運営 して

きましたが,最 終報告を取 りまとめました。

(2)業 際EDlパ イロットモデルの調査 ・研究 ・

開発

モデル構築とデータ交換実験をとお して
,今 後

の物流業際EDIの 構築に資することを目的とし

ています。本事業は ,平 成5年 度 も継続 して行 う

予定です。一



③ 中 小 企業EDlパ イ ロ ッ トモデ ルの 調 査 ・研

究 ・開 発(平 成5年 度 よ り)

中 小企 業 に おけ るEDI構i築 に 関 す る調査 ・研

究 を,パ イ ロ ッ トモ デ ル を通 して行 な う予 定 です 。

2.ユ ーザシステムの高度化に関する検討

(1)GOSlPに 関する検討(働 機械電子検査検

定協会からの受託)

「オープンシステム環境整備委員会」のOSI

分科会の下で ワーキンググループに より検討 を

行ってきましたが,最 終報告を取 りまとめました。

(2)「 新手順」の開発 ・調査

rF手 順」 の開発を継続 して行 うことに加え

て,平 成5年 度からEDIに 応用できる他のOS

Iプ ロファイルについても検討を行 う予定です。

3.シ ステム化調査およびシステム構築支援

各種業界VAN,流 通VANお よびEDIの 実

態調査や,業 界ごとの情報ネ ットワーク化の方向

を検討するとともに,平 成4年 度は,機 械工具,

管工機材,自 動車部品販売業,写 真流通菜箸のシ

ステム構築および運用支援を行いました。

平成5年 度も継続 して行 う予定です。

4.シ ステムの制度問題に関する検討

(1)電 子取引に関する調査研究

法的側面からのEDIの 実態把握 と問題の分

析,対 策などの検討 として,平 成4年 度は,電 子

取引に係わる契約事項の洗い出しと,整 理などを

行い,電 子取引契約条項作成のポイントを取 りま

とめました。

平成5年 度も継続 して法的問題を深 く検討 して

いく予定です。

② 情報ネッ トワークサービス事業に関する調査

研究

情報ネットワークサービス事業者等に対 してア

ンケート調査を実施 し,事 業者の実態の把握と分

析,評 価を行いました。平成5年 度 も継続 してア

ンケー ト調査を行 う予定です。

5.普 及啓蒙活動

平成4年 度は,rEDICOM'92」 の開催や

広報誌 「産業と情報」の発行など,情 報化に係わ

る普及啓蒙活動を行ってきました。また,当 セン

ターが事務局を担当 しているrEDI推 進協議

会」では,普 及研修会やニューズレターの発行な

ど,普 及 ・啓蒙を中心とした活動を行いました。

ここでは,3回 にわた り開催されました普及研修

会について,そ の概要をご紹介 します。(場 所は

3回 とも機械振興会館地下2階 ホール)

第1回

対象:実 務者

参加者数:200人

内容:

第2回

・EDI入 門

・事例紹介(電 力業界/電 線業界との

EDI)

・EDIの 導入状況

・通商産業省施策紹介

・EDIの 融資制度紹介

対象:経 営者

参加者数:130人

内容1・EDIの 勧め 一オープン化と国際

化の潮流の中で一

・事例紹介(経 営改善とEDI)

・EDIの 導入状況

・通商産業省施策紹介

}
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第3回

対象:実 務者(主 に情報処理関係の企業)

参加者数:170人

内容:第1回 と同じ

● 情報処理技術者試験センター ●

平成4年 度秋期情報処理技術者試験の合格者につ

いて

平 成4年10月18日(日)に 実 施 した 秋期 情報 処

理 技 術 者 試 験 の うち,第2種 の合 格 者 を12月10日

に 発表 し,シ ス テ ム監 査 ,特 種,オ ン ラ イ ンの 合

格 者 を1月27日 に発 表 しま した 。 試験 区 分 別 の 合

格 者 等 は以 下 の とお りで す。

①合格者数等

シス テ ム監査 特 種 オ ンラ イ ン 第2種
応募者数(人) 12,013 33,826 48,499 257,041

受験者数(人) 6,215 17,119 23,874 166,262

合格者数(人) 415 751 851 21,148

合格率(%) 6.7 4.4 3.6 12.7

累計合格者数(人) 2,729 13,376 4,774 318,467

② 合 格 者 平 均 年 齢

シ ス テ ム監 査36 .0歳

特 種31.0歳

オ ン ライ ン28 .2歳

第2種22.3歳

③女性合格者数
システム監査22人

特種59人
オンライン44人

第2種4,684人

一



合格者数

試験地名
甕テム監

特 種 オンライン 第2種

金 沢 2 2 5 210

福 井 3 2 0 107

京 都 4 12 31 406

大 阪 48 89 90 2,079

神 戸 9 16 20 474

姫 路 5 5 4 146

和歌山 0 0 0 91

米 子 1 2 3 127

岡 山 7 10 2 365

広 島 6 9 28 669

山 口 1 1 0 119

高 松 0 2 1 110

徳 島 0 2 0 91

松 山 0 2 7 188

高 知 0 1 3 134

福 岡 4 12 9 668

北九州 2 3 5 223

佐 賀 0 0 1 101

長 崎 0 2 2 117

熊 本 0 1 2 174

大 分 0 1 2 152

宮 崎 0 0 4 76

鹿児島 0 0 1 127

那 覇 0 0 0 86

全 国 415 751 851 21,148

.

④試験地別合格者数

合格者数

試験地名
饗テム監

特 種 オンライン 第2種

札 幌 3 11 11 703

帯 広 0 0 0 26

旭 川 0 0 0 40

青 森 0 2 0 75

盛 岡 0 1 3 94

仙 台 1 9 5 418

秋 田 0 2 2 63

山 形 1 1 2 69

郡 山 0 0 1 92

水 戸 7 5 11 230

宇都宮 3 3 4 307

前 橋 1 4 16 297

埼 玉 0 0 0 538

千 葉 0 0 0 627

東 京 278 473 481 5,002

八王子 0 0 0 450

横 浜 0 0 0 1,560

厚 木 0 0 0 273

新 潟 4 5 8 689

長 野 2 9' 6 152

甲 府 0 2 4 96

静 岡 4 5 9 389

岐 阜 0 2 7 163

名古屋 16 34 54 1,415

豊 橋 1 4 6 186

富 山 2 5 1 154
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⑤勤務先別構成

勤務先別 応募者・合格者 構成比

ン ス テム 監 査12.9

特 掲

オ ン ラ イ ン

第2塙

システム監査
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●●中央情報教育研 究所 ●●

1.研 修事業

(1)高度情報処理技術者の研修

産業社会が指向する高度情報化社会の担い手と

してその育成確保が急務とされている 「高度情報

処理技術者」の育成研修,な らびに公的機関等か

らの委託による研修を昨年度に引き続き実施しま

した。

コ ー ス 回数 人 数 地方開催地

1.高 度情報処理技術者研修 59 LO82
〔Dア プ リケ ー シ9ン ・エンシ'ニア養 成 (21) (498) 大阪ω,福 岡(D
〔2)システム監査 ・エンジニア養成 (5) (71) 沖縄ω
〔3)ネ ッ トワ ー ク ・エ ン ジ ニ ア養 成 (5) (89) 大阪(1),福 岡(1)
ω ナ レッジ ・エンジニア養成 (D (7)
⑤ データベース ・エンジニア養成 (7) (97)
(6)プ ロ ダ ク シ ョン ・エ ン ジ ニ ア養 成 (10) (128)
⑦ 教育エンジニア養成 (1) (23)
⑧ マイコン応用システム開発技術者養成 (1) (7)
(9〕シニアプログラマ関連 コース (8) (162)
旺.特 別 テ ー マ コ ー ス 14 365 仙台(D

合 計 73 1,447 4都 市(6回)

(2)情報処理インス トラクタの研修

情報処理専修学校のインス トラクタを対象 とし

た研修を昨年度に引き続き実施しました。

コ ー ス 回数 人数 地方開催地

瀕 曇簸嵩』
1》

2:

1!;
1

ソ フ トウエア

4ハ ー ドウエア

懸盤1㎞
菱
3く

c
l4

〈 {1

翌
ll

奨綴B

1COBOL
アセンブラ 菱 ll 襲聞B

、まうζ;懸 元馨.設 計

轟 着。。、。.ク

1

§
2

§

ll
20

翻,

!シ難難鵜親 魂向
1; 111

報通信 ネ ットワーク ・シ貯ム 2 35
一 夕 ベ ー ス 2 32 大阪(D

AIの 基礎 2 20
UNIXの 基礎 2 26

{嚢輔 翼 　ス
3CAIと その 的活用法
4プ ログラム設 その教 え方

7

il
肛

/li薯響省句高松ω

V の 4 59

ili
祉

システム
システム
システム

il
(1) ili

合 計 49 618 10都 市(11回)

(3)企業内研修 リーダの養成

「企業内で情報処理技術者(特 にSE)を 教育

する担当者」を養成するための研修を昨年度に引

き続き実施 しました。

コ ー ス 回数 人数 地方開催地

(1)実践型イ ンス トラクタ養成 7 68 札幌,大 阪,長 崎

② コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン技 法 12 155 仙台,静 岡,富 山,大 阪,松
山,熊 本,大 分,那 覇,

③問題発見 ・解決技法 8 95 水戸,富 山.大 阪,岡 山,

松山

(4)ソフ トウェア開発技術 16 203 秋田,仙 台 静 岡,富 山,神戸
,広島,小 郡,高 松,松

山,新 居浜,福 岡
北九州

⑤ プ ロジ ェク ト管理 20 280 札幌,秋 田,仙 台,水 戸,

長野,静 岡,富 山,福 井大阪
,鳥取,松 山,新 居浜

徳島,福 岡,大 分,那 覇

⑥SE向 け戦略的育成プラン
作成技法

3 27 松山,

(7)グループ討議方式 による
コンサルテ ィング技法

2 16

合 計 68 844 24都 市(46回)

2.調 査研究事業

(1)情報処理教育実態調査

わが国の情報処理教育の現状と課題を経年的に

把握 し,施 策検討等に資するため,本 年度も引続

き 「情報処理教育実態調査委員会j(委 員長 宮

川公男 一橋大学 商学部教授)を 設置し,企 業

および大学等教育機関における情報処理教育の実

施方法,内 容および課題等に関するアンケー トな

らびに資料調査等を実施 しました。(発 送件数:

企業2,078件,学 校841件,回 収率:企 業9%,学 校

39%)。 また,本 年度はこれに加え企 業におけ る

エン ドユーザコンピューティングの実施状況につ

いても調査を行い報告書 としてとりまとめました。

(2)高度情報処理技術者育成のための基盤整備

情報技術の飛躍的な進歩は,情 報システムの機

能や利用環境あるいは構築技術に革新的な変化一

新情報革命一をもたらしました。 このような極め

て高度な変化の下で,今 後の情報システムにはこ



れまでの役割に加え,新 たな事業活動や文化の創

造を推進する一つの社会基盤としての役割を果 し

ていくことが期待されます。 したがって,情 報シ

ステムがこのような多面的かつ高度な役割を果 し

ていくためには,そ れぞれの分野に特化 した豊富

な経験と専門的な知識 ・技術を備えた優秀な人材

が求められます。

かかる現状を背景に,産 業構造審議会情報産業

部会人材対策小委員会では,平 成4年5月 より今

後の情報化の担い手として求められる新 しい人材

像 とその育成策についての検討 ・審議を行ってお

り,同 年12月 に中間報告をとりまとめました。

本事業では,同 委員会における審議 ・検討に資

するため 「情報化人材対策 ワーキンググループ」

(主査 浅野正一郎 学術情報センター教授)の

ほか 「人材像等サブワーキンググループ」(主 査

山本欣子 当協会常務理事) ,「教育体制サブ

ワーキンググループ」(主査 浅野正一郎)な ら

びに 「需給予測サブワーキンググループ」(主 査

岡野壽夫 筑波技術短期大学電子情報学科教

授)を それぞれ設置 し,具 体的な新 しい人材像を

描 くとともに,そ れぞれの人材に求められる知識

・技術の枠組みやその育成に関わる課題の検討に

ついての検討を実施 しました。

(注)新 情報化人材類型

① システムアドミニス トレータ

②プロジェク トマネージャ

③アプリケーションエンジニア

④プロダクションエンジニア

⑤テクニカルスペシャリス ト

・ハー ドウェアと基本ソフト技術

・データベース技術

・ネットワーク技術

・生産技術

⑥ システム運用管理エンジニア

⑦ 教 育 エ ン ジ ニ ア

⑧ デ ベ ロ ップ メ ン トエ ンジ ニ ア

⑨ シ ス テ ム ア ドミニ ス トレ_タ

⑩ 研 究 開 発 型 人 材

(3)情 報 化 人 材 育 成 カ リキ ュラ ム の検 討

本 事 業 で は 前 項(2)の 新 人 材 像 の検 討 結 果 を 受

け,そ れ ぞ れ の 人材 を 具体 的 に 育成 す るた め の標

準的 な カ リキ ュラ ム の作 成 に 向 け て,そ の 内容 構

成,作 成 手 順 等 基 本 部 分 に 関す る検 討 を実 施 しま

した。

実 施 に 当た って は,カ リキ ュ ラ ム全体 の審 議 ・

承 認 機 関 と して 「情 報 化 人材 育成 カ リキ ェラ ム委

員会 」(委 員 長 影 山 衛 司 当 協 会 会 長)を 設 置

す る とと もに,人 材 別 に 「カ リキ ュ ラ ム作 成 部

会 」 を 設 置 しま した 。 また ,各 部 会 の 主査 を主 な

メ ンバ ー とす る 「カ リキ ュ ラ ム 調 整 会 議 」(議 長

山本 欣 子 当 協 会 常 務 理 事)を 設 置 し ,カ リ

キ ュ ラ ム全 体 の 統 一 性 や個 別 カ リキ ュ ラム間 で の

整 合性 の確 認 を 図 る こ と と しま した 。 な お,カ

リキ ュ ラム は,「 シス テ ム ア ナ リス ト」か ら 「シ ス

テ ム監 査」 を,「 デ ベ ロ ップ メ ン トエ ン ジ ニ ア」か

ら 「マ イ コ ン応 用 シ ス テ ム」 を 分 離 独 立 させ
,新

人 材 類 型 で は 「初 級 の プ ロ ダ ク シ ョ ンエ ン ジ ニ

ア」 と して位 置 づ け られ た 現在 の プ ログ ラ マ レベ

ル を 育成 す る 「初 級 カ リキ ュラ ム」(仮 称)お よび

高度 な専 門技 術 者 を 目指 す 者 が そ の 前提 と して備

えて お くべ き知 識 ・技 術 や実 務 能 力 を修 得 させ る

「中級 カ リキ ュ ラム」(仮 称)と 合 わ せ
,全16種 の

構 成 と しま した。'

各 部 会 で は,検 討 の ス テ ップ と して ,情 報 シス

テ ムの 企 画 か ら運 用 ,評 価 まで の 一 連 の 工程 の 中

で の各 人 材 の役 割(職 務)を 明確 化 し,そ の役 割

を果 た す た め に 必 要 な知 識 ・技 術 ,と りわ け 実 務

能 力 の 抽 出 を行 い ま した 。一



以 上 の 検 討 成 果 を 基 に そ れ ぞ れ の カ リキ ュ ラム

の ス ケ ル トン を作 成 しま した 。

(4)遠隔地教育のための情報処理教育 システムの

実現方策に関する調査研究

本年度は,当 調査研究の最終年度 として,昨 年

度までの実験結果から得 られた各種データの整理

を行 うとともに,改 善点の確認のため,ISDN

回線 とマルチメディア教育システムを組み合わせ

た実験を3回 にわたって実施 しました。その結

果,伝 送速度の相違による画像の劣化が受講者に

及ぼす影響や画像と音響の関係が学習理解度に与

える影響等,学 習環境 と学習者の関係におけるよ

り詳細なデータを把握することができました。

また,本 事業の集大成として別掲の 「地域交流

セ ミナー」を衛星通信による双方向型で全国8会

場を対象に実施しました。

以上の実験成果と過去2年 間の成果を統合 ・整

理し,よ り経済的,実 用的な遠隔教育システムの

構成,運 用カリキュラムおよび遠隔教育インス ト

ラクタの育成カリキュラムの枠組みを取 りまとめ

ました。

(5)エ ン ドユ ー ザ ー コ ン ピ ュー テ ィン グ(EUC)

ガ イ ドラ イ ン の策 定

ダ ウ ンサ イ ジ ン グや オ ー プ ン シス テ ム化 の普 及

に よ り,エ ン ドユ ーザ ー コン ピ ュ ー テ ィン グ(E

UC)が 大企 業 を 中心 に急 速 に拡 が っ て い ます 。

この 動 きは 今後,さ らに 拡大 し,次 第 に 中小 企

業 の分 野 へ も浸 透 して い くもの と思 わ れ ます が,

自社 の ニ ー ズに 合 致 したEUCの 導 入 や 導 入 後 の

適 正 な運 用 を 図 る た め に は,そ の リー ダ的 役 割 を

担 う人 材(シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレー タ)の 育 成

・確 保 や 利 用 者 教 育 のた め の 環 境 設定 が不 可 欠 と

な ります 。

そ こ で,外 部 有 識 者 お よび 当 協 会 役職 員 か らな

る 「エ ン ドユ ーザ ー コン ピ ュー テ ィン グ ・ガイ ド

ライ ン作 成 委 員 会 」(委 員 長 井 上 哲 夫 エ デ ュ

コ ・ジ ャパ ン㈱ 代 表 取 締 役)を 設置 し,EUCの

円滑 な導 入 ・推 進 に 向け た 標 準 的 な ガイ ドライ ン

を 作成 し ま した。

実 施 に お い て は,中 小 企業 等EUCの 環 境 が 未

成 熟 の企 業 も考 慮 し,EUCの レベ ル を3段 階 に

分 け,そ れ ぞれ の段 階 に お い て必 要 とな る知 識 ・

技 術 を 洗 い 出 し,そ の 指 導方 法 や 修 得 の方 法 につ

い て の ガ イ ドラ イ ンを と りま とめ ま した。

(6)情報化人材育成連携機関(委 嘱校)に 対する

普及啓蒙

産業界のニーズに即 した情報処理技術者教育の

推進と地域における情報処理技術者教育を活性化

し,地 域の情報化の推進に資するため,全 国150

校の情報化人材育成連携機関(委 嘱校)を は じめ

とする情報処理専修学校の教職員ならびに地域の

情報処理企業等を対象に,衛 星通信を用いたセミ

ナーを全国8地 域で開催 しました。

・開催日 平成4年12月12日(土)

・テーマおよび講師

21世紀に向けた人材育成一基調講演

(東京会場 より発信)

山本欣子(当 協会常務理事)

米国の情報処理教育の実態

(仙台,東 京,福 岡会場より発信)

岡野壽夫(筑 波技術短期大学電子

情報学科教授)ほ か

遠隔教育システムの動向と課題

(東京,広 島会場 より発信)

都丸敬介(㈱ 日立テレコムテクノ

ロジー取締役技師長)ほ か

・参加者数 札幌ほか7地 域141名

4
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通商産業省告示第502号 に基づき,平 成3年3月1日 より当協会を正式な国内登録機関 としてスター ト

したOSIに 係る組織及び国内標準の登録状況は次のとお りです。

1組 織の登録 平成5年4月8日 現在

(1)一 般組織

No 組 織 名 称 組織登録番号 オブジェクト識別子構成要素値

1 財団法人情報処理相互運用技術協会(INTAP) 100000 200000

2 富士通株式会社 100001 200001

3 日本 ア イ ・ピ ー ・エ ム株 式 会 社 100002 200002

4 日本電気株式会社 100003 200003

5 シャープ株式会社 100004 200004

6 日本ユニシス株式会社 100005 200005

7 エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デ ー タ 通 信 株 式 会 社 100006 200006

8 松下電器産業株式会社 100007 200007

9 沖電気工業株式会社 100008 200008

10 日本電信電話株式会社 100009 200009

11 株式会社日立製作所 100010 200010

12 三菱電機株式会社 100011 20001'1

13 株式会社東芝 100012 200012

14 富士ゼロックス株式会社 100013 200013

15 住友電気工業株式会社 100014 200014

16 株式会社アステック 100015 200015

17 株式会社 日立情報システムズ 100016 200016

18 横 河 デ ィジ タル コン ピ ュー タ株 式 会 社 100017 200017

19 東京電気株式会社 100018 200018

20 エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・イ ン タ ー ネ ッ ト株 式 会 社 100019 200019

21 カ ス タ ム ・テ ク ノ ロ ジ ー株 式 会 社 100020 200020

22 横 河 ・ ヒ ュ ー レ ヅ ト ・パ ッ カ ー ド株 式 会 社 100021 200021

23 アダムネット株式会社 100022 200022

24 大日本印刷株式会社 100023 200023

25 日本中央競馬会 100024 200024

26 日本 デ ィジ タル イ クイ ップ メ ン ト株 式 会 社 100025 200025

27 株式会社すかいら一く 100026 200026

28 日立 ソ フ トウ ェ アエ ン ジニ ア リ ング株 式 会 社 100027 200027

29 三菱地所株式会社 100029 200029一



－
No 組 織 名 称 組織登録番号 オブジェクト識別子構成要素値

30 住友海上火災保険株式会社 101001 201001

31 共栄火災海上保険相互会社 101002 201002

32 興亜火災海上保険株式会社 101003 201003

33 三井海上火災保険株式会社 101004 201004

34 大成火災海上保険株式会社 101005 201005

35 大東京火災海上保険株式会社 101006 201006

36 第一火災海上保険相互会社 101007 201007

37 千代田火災海上保険株式会社 101008 201008

38 東京海上火災保険株式会社 101009 201009

39 同和火災海上保険株式会社 101010 201010

40 東洋火災海上保険株式会社 101011 201011

41 日動火災海上保険株式会社 101012 201012

42 日産火災海上保険株式会社 101013 201013

43 日新火災海上保険株式会社 101014 201014

44 日本火災海上保険株式会社 101015 201015

45 富=ヒ火災海上保険株式会社 101016 201016

46 安田火災海上保険株式会社 101017 201017

47 朝日火災海上保険株式会社 101018 201018

48 太陽火災海上保険株式会社 101019 201019

49 大同火災海上保険株式会社 101022 201022

50 オールステー ト自動車火災保険株式会社 101023 201023

51 ジャパン ・インターナショナル傷害火災保険株式会社 101024 201024

52 アリアンツ火災海上保険株式会社 101025 201025

(組織登録番号順) 以上,一 般組織52組 織が正式に登録を完了しています。

(2)国 の 機 関

No 組 織 名 称 組織登録番号 オブジェク ト識別子構成要素値

1 北海道開発庁 160 100160

2 国土庁 220 100220

3 外務省 350 100350

4 厚生省 500 100500

5 通商産業省 600 100600

6 工業技術院 610 100610

7 資源エネルギー庁 620 100620

8 特許庁 630 100630

9 中小企業庁 、 640 100640

10 郵政省 700 100700

(組織登録番号順) 以上,合 計62組織が正式に登録を完了 しています。



2.国 内標 準 の 登録

現 時点 で,以 下 の12の 情 報 オ ブ ジ ェ ク トに つ い て,国 内 標 準 調 整委 員 会 に よる審 査 を経 て
,正 式 に 国

内標 準 と して登 録 され て お ります 。

1.MOTISJP1テ キ ス ト

{iso(1)member-body(2)392motis(mhs)(6)ipms(1)et(4)0}

MOTIS/MHSを 利 用 して送 受 信 す る 日本 語/英 語 が混 在 可能 な テ キ ス トを 規 定 す る もの
。

2、FTAMINTAP-1レ コ ー ドフ ァ イ ル

{i・・(1)m・mb・ ・-b・dy(2)392ft・m(10)d・cument-typ・(2)i・t・P-,ec。,d-fil。(1)}

FTAMで 用 い ら れ る フ ァ イ ル の ドキ ュ メ ン トタ イ プ の 一 つ を 規 定 し た も の で
,フ ァ イ ル 全 体 の 読 み

出 し,置 換,追 加 が 可 能 で,デ ー タ は バ イ ナ リデ ー タ と し て 扱 わ れ る と い う特 徴 を 持 つ 。

3.FTAMINTAP-AS1抽 象 構 文

{i・・(1)m・mb・ ・-b・dy(2)392ft・m(10)・b・t・act-・y・t・x(3)i。t。P-。 、1(1)}

FTAMで 用 い ら れ る フ ァ イ ル コ ン テ ン ツ デ ー タ 要 素 の 抽 象 構 文 の 一 つ を 規 定 す る も の で
,レ コ ー ド

継 続 表 示 が 可 能 と い う特 徴 を 持 つ 。

4.FTAMINTAP-TS1転 送構 文

{iso(1)member-body(2)392ftam(10)transfer-syntax(4)intap-ts1(1)}

FTAMで 用 い られ る フ ァイ ル コ ンテ ンツ デ ー タ要 素 の転 送 構 文 の 一 つ を 規 定 す る もの で
,圧 縮 制 御

文 字 に よ るデ ー タ圧縮 が 可能 とい う特 徴 を持 つ 。

5.MOTISJP1テ キ ス ト属 性 タイ フ.

{iso(1)member-body(2)392motis(mhs)(6)ipms(1)bat(8)0}

MOTIS/MHSを 利用 して送 受 信 す る 日本 語/英 語 が 混 在 可能 な テ キ ス トを 扱 うた め に 定 め られ た

JP1テ キ ス トを 保 持 す る属性 を規 定 す る もの。

6.FTAMINTAP-2順 フ ァイル ドキ ュ メ ン ト型

{iso(1)nember-body(2)392ftam(10)document-type(2)sequentiaトfile(2)}〉

ドキ ュ メ ン ト型 の1つ で次 の よ うな 特 徴 を 持 って い る。

① デ ー タ単 位 の集 ま りが フ ァイ ル を 形成 す る。

② デ ー タ単 位 は,順 に 並 ん で お り,先 頭 よ り順 次 読 出 し,書 き込 み が 可能 で あ る。

③Current(現)に 位 置 づ け て デ ー タの 置 換 が で き る。 また,Bigin(始 端)に 位 置 づ け て 全 デ ー タの

置 換 もで き る。一



④ デ ー タ型 は,ド キ ュ メ ン ト型 パ ラメ タで 指 定 す る。

⑤COBOLに お け る順 フ ァイ ル に写 像 可 能 で あ る。

|

ー

7.FTAMINTAP-3相 対 フ ァイ ル ドキ ュ メ ン ト型

{i、。(1)nemb。r-b・dy(2)392ft・m(10)d・cum・ ・t-typ・(2)・el・ti・ ・-fil・(3)}

FTAMド キ ュ メ ン ト型 の一 つ で あ り,以 下 の よ うな 特 徴 を 持 って い る。

① デ ー タ単 位 の 集 ま りが フ ァイ ル を形 成 す る。

② デ ー タ単 位 は,順 に 並 ん で お り,相 対 レ コー ド番 号 を指 定 す る こ とに よ り直 接 ア クセ ス可 能 で あ

る。

③ デ ー タ型 は,ド キ ュメ ン ト型 パ ラ メ タで 指 定 す る。

④COBOLに お け る相 対 フ ァイル に 写 像 可 能 で あ る。

8.FTAMINTAP-4索 引 フ ァイ ル ドキ ュ メ ン ト型

{i、。(1)nemb。,-b・dy(2)392ft・m(10)d・cum・nt-typ・(2)i・d・xed-fil・(4)}

FTAMド キ ュ メン ト型 の一 つ で あ り,以 下 の よ うな特 徴 を持 っ て い る。

① デ ー タ単位 の集 ま りが フ ァイル を 形 成 す る。

② デ ー タ単位 は順 に 並 ん で お りキ ー を指 定 す る こ とに よ り直 接 ア クセ ス 可能 で あ る。

③ キ ーは,そ の 位 置 と長 さを 指 定 可能 で あ り,同 一 の キ ー の存 在 も許 され る。

④ フ ァイル の ア ク セ スは,読 出 しに 限定 され る。

⑤ デ ー タ型 は,ド キ ュメ ン ト型 パ ラ メ タで 指 定 す る。

⑥COBOLに お け る索 引 フ ァイ ル に写 像 可 能 で き,副 レコ ー ドキ ーに よ るア クセ ス が可 能 で あ る。

9 FTAM－ 意 キ ー付 きINTAP-5索 引 フ ァイル ドキ ュ メ ン ト型

{i、。(1)。 。mb。,-b・dy(2)392ft・m(10)d・cument-typ・(2)i・d・x・d-fil・-with-uniq・ ・-k・y・

(5)}

FTAMド キ ュメ ンF型 の一 つ で あ り,以 下 の よ うな 特 徴 を 持 って い る。

① デ ー タ単位 の集 ま りが フ ァイル を形 成 す る。

② デ ー タ単 位 は,順 に 並 ん で お り,キ ー を指 定 す る こと に よ り直 接 アクセス可能 で あ る。

③ キ ー は,そ の 位 置 と長 さを 指 定 可能 で あ り,同 一 の キ ー の存 在 は 許 され な い。

④ フ ァイ ル の ア クセ スは,読 出 しに 限 定 され る。

⑤ デ ー タ型 は,ド キ ュ メ ン ト型 パ ラ メ タで 指 定 す る。

⑥COBOLに お け る索 引 フ ァイ ル に 写像 可能 で き,主 レ コー ドキ ーに よる ア クセ スが 可 能 で あ る。

10.FTAMINTAP順 フ ラ ッ ト コ ン ス ト レ イ ン トセ ッ ト

{iso(1)nember-body(2)392ftam(10)censtralnt-set(5)sequential-flat(1)}



コ ンス トレイ ン トセ ッ トの一 つ で あ る。

FADU列 に構 造 化 され,列 内 の各FADU毎 にCOBOL向 きの ア クセ ス が 可能 で あ る。

11.FTAM抽 象 構 文INTAP-AS2

{iso(1)nember-body(2)392ftam(10)abstract-syntax(3)intap-as2(2)}

デ ー タ 要 素 の プ リ ミテ ィ ブ デ ー タ型 の 抽 象 構 文 の 一 つ で あ る 。

COBOLに お け るBINARY,COMP,PACKED-DECIMALに 対 応 す る デ ー タ タ イ プ の 表 現 が 可 能 で

あ る こ と を 特 徴 と す る 。

12.FTAM抽 象構 文INTAP-AS3

{iso(1)nember-body(2)392ftam(10)abstract-syntax(3)intap-node-name(3)}

FTAMFADU抽 象 構 文 内 の 使 用 者 符 号化Node-Nameを 対 象 と した 抽 象 構 文 の 一 つ で あ る。

ア ク セ ス条 件 を用 いて レコ ー ドを ア クセ ス す る場 合 の ア クセ ス キ ー に加 え て
,以 下 の ア クセ ス条 件 の

指 定 が 可 能 な こ とを 特徴 とす る。

・EQUALTO

・GREATERTHAN

・GREATERTHANOREQUALTO

これらの国内標準の登録申請者はすべて㈲情報処理相互運用技術協会(INTAP)で す。

なお,こ れらの国内標準について,仕 様の閲覧を御希望の方は下記まで御連絡下さい。

㈱ 日本 情 報 処 理 開 発 協 会 産 業情 報化 推 進 セ ン ター

オ ブ ジ ェク ト登 録 管理 係 担 当 関 本,福 井

TELO3-3432-9394

FAXO3-3431-4324
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わが国における情報処理や コンピュータ関連技術の動向,情 報 ・通信産業の現状

等について毎回特集記事 を組み,広 く内外 に紹介できる数少ない英文季刊誌です。

海外への情報提供 には最適。各国大使館 をはじめ,海 外の専門機関,外 国企業や

日本企業の海外支店 ・事業所,法 人等で広 くご利用いただいています。
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通商産業省監修

21世紀の情報処理技術 人にやさしい情報処理技術の実現に向けて

四 次 元 コ ン ピ ュ一 夕
ー リア ル ワ ー ル ドコ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ(RWC) 一

通 商産 業 省 で は平 成 元年 度 か ら3年 を か け て 、21世 紀 の 高度 情 報 化 社 会 に 向け て、 わ が 世 界 の国 々 と と

もに取 り組 ん で行 くべ き新 しい情 報 処 理 技 術 体 系 に つ い て 、調 査 研 究 を進 め て ま い りま した 。 そ の 結 果 、

平 成4年 度 か ら10年 計 画 の 四次 元 コ ン ピ ュ ー タ(リ アル ワ ール ドコ ン ピ ュー テ ィ ング:RWC)開 発 プ ロ グ

ラ ムが 開 始 され ま した 。

RWCは 、従 来 の コ ン ピ ュー タ で は処 理 が 困 難 な 現 実世 界 の 大量 かつ 多様 で、 しか も不完 全 な情 報 を、専

門家 で な くと も限 られ た 時 間 の 内 に処 理 で き る技 術 の実 現 を 目指 した もの で 、 従 来 の ロ ジ カル コ ン ピ ュー

テ ィン グか ら リアル ワ ール ドコ ン ピ ュー テ ィ ングへ の パ ラ ダイ ム シ フ トを 図 る画 期 的 な もの です 。

本 書 は 、 基礎 的 ・革新 的技 術 で あ るRWCの 概 念 お よび技 術 開 発 の概 要 をわ か りや す く解 説 し、 併 せ て

この プ ロ ジ ェ ク トの基 本 計 画書 と海 外 に おけ る同 種 の 代表 的 プ ロジ ェ ク トを詳 解 す る もの です 。

【主な内容】

序省

RWCと ともに生 きる社会

RWCの 構想

RWCの 技術体系

リアル ワール ドコンピューテ ィング(四 次元 コンピュータ)基 本計画書

米国 ・欧州におけるRWCの 関連 プ ロジ ェク ト

B5版238ペ ージ 定価2,600円(税 込)

〈お問い合わせ先〉

〒105港 区芝公 園3-5-8

㈲ 日本情報処理開発協会

調査部普及振興課

宕03-3432-9384

お申込 みはFAXで!!FAXO3-3432-9389
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